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資料 1-1

R4県 と市町の連携強化にむけたキックオフ会議 (R4.5.12開催) 対応状況一覧表

対応状況や基本的な考え方など主  な 意 見 (発言市町)

・お、るさと教育については、おヽるさとを愛する心情や態度、またお、るさとを担う力を育てる
ことを目的

に、各市町において多様な取組が行われています。

県教委では、平成30年度から人口減少・人口流出を背景としたおヽるさと教育の呼びかけをはじ
め、

31年度からは中学校を対象に、市町教育委員会、地元企業や市町の首長部局担当課などとの連携

の中で、生徒が地域の課題解決や魅力化に探究的に取り組むモデ
ル校事業を展開し、生徒にしS、るさとを

う実践力を育むことができています。

今後、県においては、お、るさと教育のさらなる推進を図つていくこととしており、特
に市町教委、知

事・市町部局、地域や産業界とも連携した、小中学校段階から高校の出口までを意識
した小中高が一体

となった学びの取組が実施できるよう協議を深めているところです。

なお、 7月 に県と市町教育委員会キックオフ会議において、各市町の教育長と
「wSヽるさと教育」を

テーマに協議を行い、本県としてのお、るさと教育あ方向性について共通理解を図つたところです。

【wS、るさと教育関係については、別添資料1-2参照】

・将来希望する仕事に応じた進

路・高校に進むため、県内就

職・地域企業への関心を進路決

定する中学生の頃から取り組む

必要がある。義務教育からのお、

るさと教育や、県民全体に、正

しく県内企業の素晴らしさを知

らせる取組の推進を。

・町内の魅力的な企業を中学生

などにPRす るため、教育委員会

等と連携して行うようなPRをお

願いしたい。

「第三期長崎県立高等学校改革基本方針 (令和3～ 12年度)」 に基づき、令和
13年度に西彼杵高校に活

協議会を設置しました。協議会では、入学者数の増加を図ることを目的として、学校、市、
地元関

と一体となって魅力化に向けた取組について検討しているところです。

なお、協議を開始した年から起算し3年目以降、 2年続けて、 5月 1日 現在の第一学年
の在籍者が募

の2分の1(40人 )未満の場合、原則として統廃合を検討することとしています。 (西彼杵高

校の場合、まずR5.5.1と R6.5.1の 1年生の在籍者数て判断)。

現在、生徒にとつて望ましい教育環境を整備する観点から、活性化策について協議しており、期間内

に成果を出せるよう、市と県が一体となって取り組んでおります。

入学者数を増力口させるためには、市における主体的な取組もが不可欠であり、市と県
が一体となって

同上

入学者数の増加を図る必要があると考えています。

ふ

る

さ

と

教

育

・人口流出対策として、市内の

高校に就学支援等制度を設け、

子どもの学.ユぐ機会を狭めないよ

うにしている。高校の統廃合の

計画があるが、それぞれの自治

体が先を見て取り組んでいる努

力をみていただきたい。県も市

町とともに将来を見据えた施策

に取り組んでいただきたい。

・小中学校においては、お、るさと教育のさらなる推進を図つていくこととしており、特
に市町教委、知

事・市町部局、地域や産業界とも連携した、小中学校段階から高校の出口までを意識し
た小中高が一体

となった学かの取組が実施できるよう協議を深めているところです。【ふるさと教育関係は別添資料
1‐

2参照】

高等学校においては、合同企業面談会、産業エキスパートセミナ
ー、県内企業職場見学会、インター

ンシップや早期応募前見学会を実施し、県内企業の魅力を伝えているところです。また、就職未
内定者

へは就職相談等を希望する場合の連絡先や窓口を集約した資料「就職ナ
ビ」を配付している。キヤリア

サポートスタツフによる面談を、就職希望,徒だけでなく、保護者に対しても行っており、県内企業
の

魅力や情報を発信 しております。

若

者

定

着

・

雇

用

創

出

。「優秀な人は県外に出る」と

いう風潮を、「優秀な人は地元

に残る」という考えに変えてい

かなければならない。親が県外

を進めたり、地元への定着に反

対するケースもある。子供が地

帰ってきた家庭に対し、

「よう帰つてきたな、おまえの

ところはえらい」と言える社会

にしていかないと、人口減少は

解決できないと思う。
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R4県 と市町の連携強化にむけたキックオフ会議 (R4.5.12開催) 対応状況一覧表

主 な 意 見 (発言市町)

・企業誘致において、立地後の円滑な人材確保は重要であり、企業への提案時には、立地予定
の市町に

限らず、通勤片道 1時間程度圏内の求人・求職状況や、県内大学等の情報を提供し、地元で人材確保
が

。また、長崎県産業振興財国に採用支援専任職員を配置し、大学
・高校への訪問や企業説明会の開催な

ど、ハローワークや地元市町等と日常的に連携し、人材確保を支援しているところです。

。今後とも、市町と県、産業振興財団が一体となって、戦略的、効果的な企業誘致に取り組
んでいきた

いと考えています。

であることをPRし ております。

・企業誘致をしても働き手がい

ない。企業誘致・雇用において

も市町毎では限界があるので、

半島地域など大きなエリアで取

り組むとよいと思う。また、企

業に対しても、潜在的に地元に

人材がいるいるということも伝

えていく必要がある。

・長崎県への更なる移住者の増加や県内就職の促進につながるよう、以下をはじめとした移住施策
に取

り組んでいます。

(1)県外から長崎県へ就職・転職する際の情報発信Webサ ィト「ジョブなび長崎」 (令和4年4月 開

設)と 、長崎県へあ移住の窓甲であるWebサイト「ながさき移住ナビ」 (平成28年開設、令和
2行度にリ

ニューアル)の 2つ のサービスを連携させ、それぞれの登録ユーザーが相互にサービスを利用できるよ

う準備を進めています。 【別添資料1-3参照】

(2)日 NEア カウント「ながさき移住ナビ」を登録している移住検討者層に対して、長崎県
へのUiター

ンに関する情報をダイレクトに発信してお届けするとともに、「仕事」や「住まい」、
「移住支援制

など、移住の検討に必要な情報に、移住検討者層の方々が直接アクセスできるようメ
ニュー画面を

設け、情報に簡単にアクセスしやすい環境を整えています。

(3)今年の11月 から12月 に開催する市町と協働した「Uターン促進キャンペーン」では、キヤン
ペー

ンの特設Webサイトを開設し、ながさき移住サポートセンターが主催する都市部で?大規模移住相談会

や各市町が実施する個別の相談会等のイベントなど、移住に関連する取組を強力に発信して
いきます。

・高校生に対しても、一旦進学等で転出しても県内への就職を考えるよう、県内就職や県内企業
につい

て講演等により紹介しているところです。また、Uターン等の場合の就職支援に
ついても「県人材活躍支

援センター」で相談に応じているので、この取組についても、周知広報を図っていきます。

・ 18歳で県外に出てぃつてし

まっても、 30歳をすぎてU

ターンを希望する若者も多い。

将来Uタ ーンを考えている方に

今後の誘致や雇用計画のPRをす

ることが必要。

・県公式ウェブサ才卜については1令和 3年度、スマートフオンやタブレットからの開覧でも見やす

く、また、県民ニーズの高い情報がスムーズに検索できるようにするため、 トップページを含め、アイ

コンを活用したデザインにリニューアルしました。

・今後も、 トップページをはじめ、目的のページにアクセスしやすいウエブサイトを目指して取り組ん

でいきます。

・転職を考えている方に対しては、求人情報とセットで企業情報を発信することが効果的
であることか

ら、県では、今年度、新たに県内求人ポータルサイト「ジョブなび長崎」を開設し、県内企業の求人情

の効果的な発信に努めているところです。企業が作成したPR動画等のリンクを貼つて
いただくことも

であり、県内企業の積極的な活用を促していきます。 【別添資料1-3参照】

。保護者向けに県内就職パンフレットの作成や高校のPTA総会での説明など保護者
へ直接情報を届ける

取り組みを行つています。

・新卒大学生向けには、県内就職応援サイト「Nなび」において、県内企業の企業情報や大卒求人情

報、インターンシップ情報などを発信しており、各企業ページの中で写真や動画などを活用
し、雰囲気

イメージを伝えることを行っている企業もあります。 (動画掲載企業228社 )。 また、採用活動段階
に

おける企業説明会動向の特集ページを作成し、オノデマンド視聴も可能となつている。今後は、動画

ァーカイブページを強化していく予定です。

・県として、県内企業の情報を

どう発信していくかが重要。県

HPの トップページから入つて

いっても情報が見つけられない

ので、HP内で企業についてもっ

とわかりやすくPRす るページが

あっていい。また、活字ではな

く動画などを活用した積極的な

介を。
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R4県 と市町の連携強化にむけたキックオフ会議 (R4.512開催) 対応状況一覧表

対応状況や基本的な考え方など主 な 意 見 (発言市町)

・高等学校においては、合同企業面談会、産業エキスパートセミナー、県内企業職場見学会、イ
ンター

ンシップや早期応募前見学会を実施し、県内企業の魅力を伝えているところです。また、就職未内定者

は就職相談等を希望する場合の連絡先や窓口を集約した資料「就職ナビ」を配付するとともに、
キヤ

リアサポニ トスタツフによる面談を、就職希望生徒だけでなく、保護者に対しても行つており、県内
企

の魅力や情報を発信しているところです。

高校生への県内就職の情報発信に加え、県内就職促進番組の放送や市町の広報誌と連携し
た県内就職

ど保護者を含む県民全体の意識醸成を図つております。

・また、現在県内高校卒業後の大学進学者は約5,600人 いますが、県内企業情報を十分に知らな
いまま進

学しているのが実態。このため、大学3年生、4年生の進学前の時期 (毎年3月頃)に、大学進学者
の保

護者あてに県内就職支援情報を提供しています。

・移住関連のホームページ等に情報発信に加え、県の全世帯広報誌において、毎年、帰省の時期
にUI

ターンの特集を組み、UIタ ーンの先輩方の声を職種ごとに取り上げ、その中で、農業や漁業、林業な
ど

の一次産業に関する就業相談や技術習得支援窓口の情報、あるいは長崎県内で新たに事業を立ち上
げる

際の創業支援の情報を掲載するなど、長崎県で「働く
。暮らす」を想起できるような情報発信に努めて

います。              ・

・県では、今年度、新たに県内求人ポータルサイト「ジョブなび長崎」を開設し、県内企業
の求人情報

の効果的な発信に努めており、引き続き県内企業の積極的な活用を促進してぃきます。 切」添資料 1‐ 3

参照】

。生活していく場所 (=就職

先)がないと、都会に出た若者

は地元に帰つてこない。Uタ ー

ンしたい若者に安心してもらう

ために、地元企業とのマッチン

グ支援や地元にいる家族や地域

の人たちにも地元の雇用の場の

情報を知ってもらいたい。

南諫早産業団地は20ha規 模の大型の工業団地であり、県としては、製造業の中でも自動車や航空

など大きな経済波及効果が見込まれる企業の立地を想定していたところであるが、県では本年
1

月、市町宛てに、一定の条件を満たせば県内企業にも分議を認める旨を通知しており、柔軟な対
応に努

めてきているところです。

・企業誘致は産業振興財団と協

力しているが、県と市側の考え

が異なる場合には、柔軟な対応

をお願いしたい。

高校生がお、るさとや県内企業の魅力に気づき、県内就職が促進されるよう支援を行う専門
スタツフを

い高校等に配置するとともに、県内求人確保や県内就職促進のための各種イ
ベントを振興局

と連携して展開しています。

若

者

定

着

二

展

用

創

由

・働き手がなくならないよう

に、子どもたちが外に出ていか

ず、地元に留まってもらう、就

職できるような仕組みが必要。

・少子化対策については、県においても本年度から重点項目としており、7月 21日、22日
の両日に、内閣

府、厚生労働省、文部科学省に要望活動を行ったところです。

また、全国知事会においても、7月 28日、29日 に開催された全国知事会議において、
「少子化対策の推

について、令和 5年度 国の施策並びに予算に関する提案 。要望として採択されており、今後、国

に対しても積極的に提言を行うこととなっております。

。少子化対策については知事

全国市長会等において、国

に対して抜本的な対策合め、総

合的に積極的に提言していただ

きたい。

・先日、市町へ県からの提案をさせていただいたところであり、本国の会議にお
いて議題として協議を

させていただきます。

・知事は選挙時の公約で、福祉

医療を18歳 までとすることを

掲げていたが、現在の検討状況

をお聞きしたい。

子

育

て

支

援
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R4県 と市町の連携強化にむけたキックオフ会議 (R4.5.12開催) 対応状況一覧表

主 ナょヽ 意 見 (発言市町) 対応状況や基本的な考え方など

・LGBTQに ついて。他県を見る

と、県が主体となって取り組ん

でいる事例もある。県と市町で

連携し、多様性を受け入れる長

崎県として、取り組んでいただ

きたい。

そ

（ワ

他

・県の取組で「長崎」力く全面に

でれば、市町の名前が薄くな

る。県は各自治体を取り持つプ

ロダクション。とがつた各自治

にプロデュースし

て、「島原市」「平戸市」等市

町名での知名度があがるPRをお

願いしたい。

結婚相談事業にういて、町の

り組みだけだと参加者が限ら

れてくるため、成約が減ってき

ていたが、県と連携した結果、

非常に効果があり、参加者が増

えた。今後ともこうした県及び

各市町と連携して行う取組を見

つけていって、拡大していくこ

とが大事だと考える。

・地域を活性化させるために規

制を緩和するなどして大胆な土

地利用計画に取り組んでいただ

きたい。

・居住空間が少ない。公舎等、

県が保有する財産を民間に譲渡

可能にし、流動性を高めること

ができないか。

性的少数者 (LGBTQ)に 関して、県民へ理解・認識を深めてもらうため、人権問題に関する各種研修

講演会、イベント等を活用した教育・啓発に加え、平成30年度からは性的少数者の人権に特化した

を実施しております。これまでにフォーラムの開催や啓発ハンドブツクの作成、相談デーの

開設、テレビCMの放映などを行ってきており、これらの取組内容の説明や住民への周知依頼など市町

とも連携しながら取り組みを進めております。

また、他県の自治体において導入が増加してきているパートナージップ制度
Xについても、先進自治体

の制度や課題等を把握するとともに、県内市町の意見も伺いながら、制度の課題や問題点等に
ついて整

理し、県において、導入の可否も含めた方向性にっいて検討しているところであります。

今後も、市町や性的少数者支援団体とも連携しながら、性の多様性を認め合い、誰もが安心して暮ら

せる社会を目指して、各種施宋に取り組んでまいります。

―トナーシップ制度 :公式な定義はないが、一方又は双方が性的少数者である二人が互いを人生の

―ヾトナーとし、相互の協力により継続的な共同生活を行う関係て
。あることを、自治体が証明するも

の 。

・県においては、主に県施策の情報発信を行つていますが、全世帯広報誌 (毎月発行)では、各市町の

情報も発信しています。

・また、本県の様々な話題や魅力を首都圏、関西圏及び福岡圏などの県外9メ ディアに記事や映像で取

り上げてもらうよう働きかける「県外パブリシテイサポート事業」を行っており、同事業においては、

県あ情報だけでなく、市町から提供された情報も発信おり、引き続き、市町のPRIこもつながるような発

に努めていきます。

・子育て支援などの自然減対策や、まちや産業の変化に伴う新たな雇用創出の動きを若者の県内定着や

Ulタ ーンに着実に結び付ける社会減対策など、県全体あるいは広域的な共通課題の解決に当たつて

は、県と市町の連携が非常に重要であると考えております。

県としましては、民間企業や大学、金融機関等との共創の視点を強化しながら、効果的な連携施策
の構

を進めてまいりたいと考えておりますので、市町におかれましても取り組みたい課題等の積極的な提

・共有をお願いします。

諫早市の都市計画法上の土地利用計画については、長崎市、長与町、時津町を含めた 2市 2町で構成さ

ている県下最大の都市計画区域である長崎都市計画区域の一部として、計画的な市街化を図るために

と市街化調整区域とに区分する区域区分や住居、商業、工業などを適正に配置した用途地域

などの地域地区により、土地利用に関する規制誘導が行われております。その他にも、謀早市にお
いて

は、 40戸連たん制度や市街化調整区域における地区口十画制度の運用基準が策定され、地域の実情に合

わせた運用が実施されてきたところであります。このような中、今年度より、学識者などで構成され
て

いる「諫早市の新しい都市計画」検討委員会において、今後の諌早市の土地利用計画の在り方に
つい

て、検討が始まっており、県としても、今後の委員会の議論を踏まえ、将来の土地利用に関する協議調

整を行つていきたいと考えています。

・利用していない公舎を合む未利用地の処分については、公有財産として基本的には公共の福祉に寄与

するような方向での処分が望ましいため、第 1に県内部での有効活用、第 2に甲や所在市町における有

効活用、これらに該当しない場合は、一般への売却処分を行うこととしております。

なお、一般へ売却処分を行う場合においても、まずは、公益事業の用に供するための公募を行
い、そ

れでも相手方が決定しなかった場合、一般競争入札、インターネット入札、先着順による売却
の順で処

分手続きを行うこととしております。
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■令和 4年度 第 1回 「県・市町連携会議」
ふるさと教育説明資料 (教育庁)

O「第二期長崎県教育振興基本計画」(2019-2023)における、ふるさと教育

の方針

・ふるさと長崎への愛着と誇りを持ち、地域社会や産業を支え、国際社会の

発展に貢献しようとする態度を育みます。

・主な取組

、 ①我が国の伝統や文化に関する学習の充実

②郷土に関する学習の充実

③地域ぐるみで展開するふるさと教育の推進

④ふるさと長崎を活性化する人材の育成

Oこれまでの具体的な取組
・小学校においては、発達段階に応じて、町探検や職場見学等の身近な地域

に関する学習を実施している。

・中学校においては、地域の実情に応じて、地域の事業所等での職場体験学

習を実施しており、基本、義務教育課程では全ての生徒が職場体験を経験

することになる。

・高等学校においては、高校 2年生までに、多くの地元企業に参加してもら

う企業説明会や、生徒・教員対象の県内企業訪問等を、専門高校とともに

普通科高校においても行つている。

・市町立の小・中学校から公私立の高等学校までを貫き、ふるさとを舞台に

系統性 。一貫性をもつたふるさと教育の実施に向けた、学校間および関係

機関の連携。

・与えられた仕事をやり遂げる従来の職場体験学習を見直し、生徒自らがふ

るさとの課題を見いだし、主体的・協働的に課題解決を目指した探究的な

職業体験学習の実践・拡大に向けた市町の拠点校として、令和 3年度に9

市町 11校の中学校を指定し、研究を推進した。(R4は 7市町 9校 )。

【義務教育段階の取組】

「ふるさとを活性化するキャリア教育充実事業」 (Rl～ )

「ふるさとの新たな魅力を創出するキャリア教育実践事業」 (R3｀ )

【高校教育段階での取組 (県立高校関係)】

「ふるさとの未来を担う高校生育成事業」 (■30～R2)

3/31(水 )

5



「ふるさと教育支援事業」(R2～ )

「ながさき未来デザイン高校生SDGs推進事業」(R3～ )

○ 取組の成果

・中学校における職場体験学習の実施が定着し、与えられた仕事をやり遂げ

ることで、生徒の勤労観や職業観の育成に大きな成果を上げてきた。

・探究的な職業体験学習の充実に取り組んだ研究指定校においては、ふるさ

とを担おうとする実践力の育成が図られ、ふるさとへの愛情や誇り、地域

社会の一員としての自覚の高まりが見られた。

ど「地域の発展や地域的課題の解決に向けて児童生徒が探究的な学習を行つ

ている学校数 (小・中学校)」

R3年度時点目標 :40校 (R7年度最終目標値 :200校 )
R4年度 実績値 :97校 小学校63/317校 (13市 5町)

中学校 34/168校 (12市 4町 )
※ 上記学校数は、「令和 3年度学校運営に関する諸調査」において、「ふ
るさとの『ひと・もの 。こと』を活用した学習の実施について」の回

答選択肢のうち、

①地域における探究的な学習の実施

⑤地域の課題解決に向けたアイデア等をその地域に発信する取組

⑨地域の魅力等をあらゆる手段で地域の外に発信する取組

の3つすべてを選択している学校数を示している。

・令和 3年度までにすべての県立高校が「ふるさと教育実施計画」及び「体

系図」を作成し、ホームページで公開した上で実践している。

○ 課題と今後の展開 ―
・地域における探究的な学習 (上記①)については、県内多くの小 。中学校

で実施されているが、今後は地域の課題解決に向けたアイデアや地域の魅

力等を地域の内外に発信する取組 (上記⑤と⑨)について、研究指定校を

地域の拠′煮校とし、地域の企業、官公庁、人材と連携しながら取組を充実

させていく。

・教員の進路指導力の向上を図り、児童・生徒が高校生までに地元企業を知

り、地元への定着やUターンを視野に入れたキャリアプランニングができ

る基盤を作っていくとともに、ふるさとを活
J陛化するアイデアを地域とと

もに考えたり、地域で起業し発信していく起業家精神を養う取組を行つて

予ヽく 。

6



・小学校、中学校、高等学校がそれぞれに行つている取組を共有し、より系

統性・一貫性を持つたモデルカリキュラムの創出を図る。

号
・地域を担う人材を育成するため、義務教育、高等学校の各段階において学

校や教育委員会に加え、各市町のまちづくり担当部局の三者が協働して、

ふるさとの「ひと。もの 。こと」を活用した教育が展開できるように、御

理解と御協力をお願いしたい。

○ 添付資料
。「ふるさとの新たな魅力を創出するキャリア教育実践事業」ポンチ絵

。「ふるさと教育支援事業」ポンチ絵

。「ながさき未来デザイン高校生 SDGs推進事業」ポンチ絵

・新聞記事 (義務教育関係)

・新聞記事 (県立高校関係)

7



添付資料

ふるさとの新たな魅力を創出するキャリア教育実践事業 tV

目的警督鍵息密瀑隻畠患皇塞語霰箸途
む体制整備を行うことで、心ヽるさとを活性

1とする職業体験学習を各地域において自立

的 〕継続的に行うことができるようにする。

これにより、本県の子供たちに、お、るさ

とを担う実践力を育む。

本

職業体験学習 喬露奮τを墜鍵と2芝課振竪蕃組
む等、

ふるさとの新たな魅力創出会議

【7市町9校】
長崎 :外海中
諌早 :小野中、喜々津中、小長井中

大村 :玖島中

平戸 :大島中
壱岐 :勝本中

長与 :長与中
新上五島:上五島中

全体会  年 2回程度
地区別会 随時
(指導箋事派遵 3回 )

取組2
心、るさとの課題解決を図る

学習プログラムの開発

ⅢⅢf■機 :

まちづくり担当課等を通してふるさ

との課題解決に取り組む首長部局や

企業、団体等をB―ディネート

市町教委に研究を委託
7市町 2年
委託費 300千 円/年

取 俎 1

実
践

∞
ふるさと教育
心、るさとを対象とした教育金

般。本県では、お、るさとの特

色や課題等の理解を通して、
心、るさとへの誇りと愛情を育

む教育

キャリア教育
社会的・職業的自立に向け、

必要な基盤となる資質 '能力

を育むことを通して、キヤリ

ア発達を促す教育

新しい時代の

心、るさと

キャリア教育
の実現取組3

学習プログラムの実施

カリキュラムのl~漏成

H観業体験学召の実施体制づくり

1専間の活動等について、生徒が

謗明や実演、販売や展示等による

発表を行うじ

O
■喜静

創出
魅力1
0生徒が生き生きとまちのために働く姿
○学校の教育活動を支え、生徒を見守る

地域の大人たちの姿

艦力2
0創り出される新たなまちの価値
○持続可能な社会に向けた地域ぐるみの

取超4 取組5
NAGASAKIよかとこ !発表会の実施   ふるさとへの実践の周知お拡大

l務働で心るさとの課題解決に

取り組む体制づくり

企）
発
信

2月と員に 1日間、
県康を会場に研究

指定 9校が発表

開発した学習フログラムに基づ

く実践を、各市町の中学校に周
矢0,普及する。

研究発表会、研修
会、校長会、商エ
会等を通じて周知

新たな取組
郭
草
麟
華

①ふるさとを愛し、誇りに思う心情

ふるさとを担う実鐵殉 ②チヤレンジ精神、創造性、探究心等 (起業家精神)
③情報収集・分析力、判断力、実行力、リーダーシップ、コミュニケーションカ等 (起業家的資質・能力)



資料 1 ふるさと教育支援事業

0ヽ

添付資料

高校教育課

生徒1対象 『屎内企業議萌会』 教員対象 F果内企業訪間』
3 R2～ R4 で 1

る

OvS、るさと教育に対する理解を深める

O県内企業の魅力を知る
○教員の意識を改善する

了ふるさと教育の中核的な役割を担う教員の育成

了就職まで見据え離 路指導力の向上

了探究型学習のスキ
'レ

やカリキュラム作成能力の向上
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ぃ0・

職業に対する理解を深める

県内企業の魅力を知る

地元企業で働く人の思いを知る

しS、るさと長崎への思いを育てる

○探究型学習のテーマ設定の一助 とする

了高校生のうちに地元企業を知ることにより、地元への

定着やUターンを促進

了自己の生き方と社会や世界との関わり方を見出す

了言語・情報活用。問題発見・課題解決能力を育成 連携・協働

未来の創り手育成

大学等

産業界

自治体生徒

「キャリア教育 X探究型学習」の開発

郭
草
靡
華3年間 (H30～ R2)で 18校を指定 (毎年度 6校). 各校独自の「心、るさと教育」を確立→ 他校への展開

地城との協機による活動0地域課題の解決策の提案や地域の魅力発信 0地元企業との協働によるイベントの企画 B運営



ことじン函己信を通オンンテスデアコ
んだ生こ」

たふるさと:教育の素地のもと
①中学校で地元の

②こ

む場を創出
事例の蓄積やでる

起業家精神を育組みに取り

る

他校と取組を共有す
化等

て

を活性1ヒさせ
イ

けた取組

の課題解決や魅力

フ

向

下県

卜や

課題解決`に
イア

主体的な

徒力地 の地域を矢日り

生徒の

を学よかと「

ながりを充実させのつと材

で培つ

人

れま

夕1吉

“

【事業概要】

添付食料

ながさき未来デザイン高校生SDGs推進事業

高校生アントレプレナーシップゼミ 長崎を元気にするアイデアコンテスト

【対象】県立高校の希望生徒 20名 【対象】県立高校の希望チーム 20チーム

Ｐ
Ｏ

SuSTAINABLE
DEVLO'MttT

G懇鎖LLS

◆ 自分で未来をつくる方法を知る機会を創出

◆ 各学校の取組成果を県全体へ普及

◆ SDGsの視点からの課題発見・解決能力の育成
◆ 教師主導から生徒自らが創り上げる探究学習への転換

◆ 生徒一人ひとりの進路学習との運動性の向上

> 集合研修を実施するとともに、県下の高校生の
ネットワークをつくり、地域リーダーを育成

> 地域課題解決や地域魅力化のための活動を
高校生自ら計画し実行

> 専門家や通業家、大学生との交流
> 全国的なコ万 スト等へ参加

0

秦

‐

0

霞0

0

韓

縫

0

0
Ｗれ
一∴れ

鍮

耳
ぽ

・オンライン講座
・探究活動
・狛ント投票

人 1台端末の活用

・学校間のテレビ会議

資を支給 (募集・審査のうえ20校へ)

> アイデア発表ビデオを募る (SDCsのゴールのいずれ
かに関連させた内容のもので、上記20校から)

> 優秀作(5本 )をオンラインで各校に配信し、全県立
高校生1こよるネット投票等により優秀プランを選定

> 外部人材によるSDGsに係る基調講凍

> 研究活動

郭
草
船
華

SDGsの視点から地域の課題を発見・解決し、主体的に行動することのできる地域リーダーの育
成及び長崎の未来をデザインする通業家精神を持つ人材を育成する



添付資料

令和 8年 10月 5日 付 長崎新聞

『株戎会社』設立

霊

選
轡
甲

露
鳳

露

揉

８８
天
）
の
２
年
筆
黛
邪
Λ
ば
、

授
業
の

一
環
で

・
カ
レ
ン
ダ
ー
な

ど
を
販
売
す
る

「株
頭
舎
盤
』

攣

騒

離

分
た
ち
が
住
む
町
を
、
自
分
た

ち
の
方
で
活
怪
在
哲
署
】た
い
」

０

一緊
警
登
置
の
工
櫻
珂
め
ｋ
コ
た
拝
監
扇

理

翌

恵

贔

翼

鶏

尋

、

提

碩

穐

寝
茎

霙

ゃ

簑

釜

鍵

禄

墓

拠

後

６
類
替
に
ョ
緊
』
。

暮

鋒

極

塞

覇

聾最
警
、
と
フ
ン
丞
理
雪
雫
（

き
４
重
語

歩
操
慄
す
る

「グ

ラ
ン
ド
コ
ン
フ
ィ
ア
ン
ス
」
に
。

糞

理ヽ

曇ヽ

　　　　（

鞣

曇

露

傘

れ
電

子

い

る
。

憲

、
こ

と
し
て
、
３
４
０
株
の
顛
売
添

目
標
。
１０
月
４
～
８
日
に
、
保

一睡
箸
や
地
鎮
の
人
た
ち
な
ど
に

株
鐙
逐
獲
疑
禎
フ
．
株
の
売
上

金
を
憂
干に
、
鋒
響
需
犠
影

し
た
写
裏
を
使
っ
た
カ
レ
ン
ダ

ー
と
〔
デ
ザ
イ
ン
し
た
エ
コ
バ

ッ
プ
み
れ
燦
塙

輔饗
日
の

コ
睡
知

原
お
く
ん
ち
」
で
、
カ
レ
ン
ダ

ト
は

一
部
千
円
、
エ
コ
パ
ッ
グ

は

一
つ
５
０
０
円
で
販
売
す

為

琴

歩

は
、
幾

騒

活
動
の
清
掃
伸
業
で
使
う
ご
み

袋
な
こ
の
購
入
責
に
充
て
る
。

出
社
長
の
小
田
彩
華
さ
ん

（Ｌ

は

「４

塞

獲

努

Ｌ

ｇ

い
な
が
ら

一
つ

一
つ
作
り
上
げ

て
い
く
こ
と
が
楽
し
い
」
と
笑

堀

趣

冒

ん
は

「２

雲

薗

品
Ｐ
Ｒ
の
チ
ラ
ン
を
地
域
に
配

っ
て
回
っ
た
り
と
今
ま
で
以
上

に
忙
し
く
な
る
。
し
っ
か
り
と

全
体
を
見
て
添
ん
な
を
覗
ぁ
張

っ
て
い
き
た
い
」
と
決
意
を
述

べ
た
。

ィ

尋

）

（０

ど

基
曇
蛭
罵
椰

株の売上金元手にカレンダーなど制作

29日 地元の「おくんちIで販売

自
分
た
ち
の
町
を
自
分
た
ち
の
力
で
活
性
化

曽

グ
ラ
ン
ド

H〕守

′

身

ン
一

警

一ｇ

夢

ラ
ン
ド
コ
ン
フ
ィ
ア
ン
ス
」

理

添

台

克

Ｐ
μ

郭
草
麟
華

6(～

導

Ⅲ横
―J



通業の魅力や方法学ぶ/娠常キ

裔

尋

百

霊

玖
識

Ｔ
金
呂
選

毒

尋

で

８
日
本

「起
熟
」
を
テ
ー
マ
に

地
元
の
経
営
番
ら
か
ら
話
を
閣

く
セ
ミ
ナ
ー
が
あ
り
、
２
年
生

１
３
と
貫
籍
挽
夏
め
魅
力
や
方

法
を
学
ん
だ
。

査

遷

碧

基

雰

工疑

う

こ
と
を
目
的
と
し
た
県
数
霧
の

爪
登
，
あ
舒
た
４
畷
碁

郵
窟
ｆ
る
キ
ャ
リ
７
雲
爾
霙
観

“
‐語

で
、
向
軽

無

懲

無

あ
揺
定
校
と
な
っ
た
こ
と
を
受

癖ｋ
指
瑞
生
徒
は
■
学
期
か
ら
、

地
域
で
理
業
〕
魯
で
種
に
ど
ん

な
暮
典
が
で
き
る
か
な
ど
を
考

え
て
き
た
。

こ
の
回
は
市
内
で
起
葉
し
た

馨

暑

盈

奴

爾

麓

。

霞

任
を
繹
う
が
、
自
分
の
ア
イ
プ

ア
を
生
か
す
こ
と
が
で
き
る
」

４獲

緊

〓

Ｌ

食

為

表

利

用
し
て
も
ら
う
た
め
の
方
法
を

雪
え
る
こ
と
が
大
手
」
な
ど
の

雷
栞
に
、
生
縫
は
臣
剣
な
薮
情

で
耳
を
傾
け
て
い
た
。

同
校
で
鉢
２
篠
、
生
縫
が
考

え
た
通
業
ア
イ
デ
ア
の
中
か
ら

数
薦
を
コ
ン
ペ
で
通
爾
．
来
年

度
に
ど
駆
蒼
と
し
て
震
聰
す
る

子
定
。
流
飛
お
自
薇
覆
使

っ
た

小
物
遷
扱
葛
事
業
を
考
え
て
い

奪

孫

ゑ

騒

基

番

局

砲

）

は
、　
コ
ｔれ
ぞ
れ
大
変
な
こ
と

や
努
力
し
た
こ
と
は
違
っ
て
い

た
露

、
縄
語

澤

兵

し

ん
で
い
た
ん
だ
と
懸
じ
た
。
今

回
聞

い
た

こ
と
を
生
か
し
た

い
」
と
話
し
た
。
　
釜
翠
食
鼠
ё

Ｐ
Ю

六村 玖島中でセミナー



令和 3年 11月 25日 付 長崎新聞

地元食材ヨロツケなど完売1生俸T番韓戦
〓
彊
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盗
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４
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Ｐ
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Ｂ
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添付資料

松
浦
市
と
松
浦
高
の
一ま
つ
ナ
ビ
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地
域
課
題
解
決

へ
構
想
発
表

Ｂ

一

る 醒63芭日本

≡
　
　
．．

|:1生峯

蒼

ll

採
中
の
ア
ジ
フ
ラ
イ
を
掃
げ
たと

や
機
蓼
臣
穏

畿
夢
Ｌ
そ
、

ア

ン
ケ
ー
ト
実
施
や
イ
ベ
ン
ト
に

善

要

ち
や

し

、
ぬ
轟

瑠

」

オ
リ
ジ
ナ
ル
囲
瞭
料

を
作
る
と

い

っ
た
ア
イ

デ
ア
を
敏

露
じ

た
。く
ヽ
貿
し
Ｓ
分
誠
鏡
響
輩
貶
募
盗
瞬

魯

甚

　　「全
ヽ

４
露
Ｈ
霊
軽
Ｒ

メ
ッ
セ
ー
ジ

カ
ー
ド
に
さ
義
き
ま
な
疑
憑
や

建
設
的
な
患
見
を
霊
し
て
い

鳴
亀

髪

疑

は
重
休
必
の
フ
ィ
ー
ル
下
ワ
ー

ク
な
ど
に
取
り
機
営
宝
鳴

霞

）

略

鏡
穣

７

ｏ
進

ｇ

に
松
浦
へ
」

一ヾ
一ｅ
ｏ
‐
松
顧

ギ
ア
」
な
ど
の
ユ
ニ
ー
ク
な
タ

イ
氏
ル
く

な
霧
人
Ｅ
編
策

彙

集

霞

馨
軽

呉

塾
病

亀

毒

患

亀

卜
」
つ
番
と
兵
望
霜
夢
亜
明

す
登
墨
奏
罫
督
邁
気
賞
ヽ
校

内
軍
と
め
っ
卜
梅

急

祭
ヽ

い
う
ア
イ
デ
ア
に
対
し
て
は
、

国
語
Ｑ
凝
愛
萬至
握
巌
絡
鶴
一

ヨ

豊

警

黒

ぞ
鞍

息

５

フ
ラ
イ
裂
が
い
い
の
で
は
」
な

重

蕪

亀

I静

凸
〉瑚

，

る

、

鉛夕rれ‐
t !

ドト
て      
‐`~~｀―

(新聞記事)

↑松浦高校 まつすビ

← 佐世保西高校 ふるさと倉」生大作戦

↑長崎を元気にするアイデアコンテスト

若
者
の
発
想
生
か
し
地
域
活
性
犠

ク
ツ
ｆ
ｉ

県立高でアイデアコンテスト

亀
２０
報
が
登
邪
ｋ

怒

竪

完

為

着
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籍

皇

む

猛

翌
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札

騒

電

県

立
高
絞
の
生
縫
を
対
象
に

一長
皓
を
五
気
に
す
る
ア
イ
デ
ア

コ
ン
テ
ス
ト
し′
を
制
団
磁
ど
最
優
努
養
に
中
五
島
再

金
打
注

吾
鮮
）
、
議
尋
隆
喬

命
驚
も
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鋤
薩
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含

島
原
市
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３
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穏
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新
記
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餓
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看
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」笙
霞
祀
了
る
こ
と
で
振
雇
百
抹

Ｄ
Ｃ
こ

と
隠
速
す
る
テ
ー
マ
　
削
憾
と
も
つ
な
，
た
。

自
分
た
ち
の
遠
摂
浮
乙
櫻
駆
の

環
憲
を
勉
り
、
採
究
活
動
を
潔

”む
重
て
る
こ
と
な
ど
が
馘
蒟
ヽ

亀

ぴ
【
み

錯

η

零
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選
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曇
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蓮
狸
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塁
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頂
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Ｒ
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急
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曇
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霜
榎
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。

懇
麗
碁
思

望
百

罵

の
触
置
竹
林
活
用
プ
ラ
ン
」
。

竹
に
含
覆
れ
る

当
虚
長
阻
雪
秘

賞
■
巻
留
し

、
曇
黒
公
盟
巨

串
を
翌
冤
し
た
筆
ェ望
懸
襲
厭

に
ｋ

パ
レ
イ
シ
ョ
期
に
散
布
↓

馨

ｇ

盟
百
坊
Ц

整
用
化
だ
０
な
が
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亀
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０
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魯
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ペ
ー
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急

巖
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命
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影
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緯
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笙
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質
り
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合
野
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命
）
４
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ｒ
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留
踏
縣
轟
疎
さ

ら
ら

（佐
ど
係
市
）
の
ペ
ン
ギ
ン
を
垂
大
会
に
し
た
廷
な

「燕
き
ち
ら
の
そ
う
と
ぶ
ペ
ン

盛
醍

礎

勢

船

穏
幾

麓

群
膊

れ
蜘鉾
韓
籍
緊
選
騨
凄
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瑕
戦
葛
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懇
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軽
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戻
猛
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奮
ダ
添
ぺ

０
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審
ヽ
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ギ
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ヽ
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ギ
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は
、
大
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”
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．
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Ｆ
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Ｑ
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寵
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聖
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手
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な
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た
Ｔ
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，
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笙
又
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葛
露
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央
．
鯰
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Ｐ

ａ
ｄ

（ア
イ

パ

ツ
ド
）
』
の
ア
プ
リ
で
議
蠣
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ち

た
ペ
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ギ
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緻
４
の
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軽
故
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露
茅
と
酵
■
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姿
Ｖ
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す
る
ベ
ン
ギ
ン
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議
玉
ゝ

盪

曇

彗

っ
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誕
Ｘ
缶
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鼻
亜
す
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盤
嬰
Ｆ
ｒ
よ
町
υ
９
う
函
“

喜

置

に
嵐

子

つ
寧

晟

か

、

ら
ら
な
ど
の
シ
ョ

彗

よ
る
。全
オず
窪
賓

恣

録

賓
を

ど

て

患

売

で

よ
い
琴
移
ね
一曽
霊
蜜
イ
ら
に

り
だ

っ
た
が
、
奇
華
「さ
ん
の
題

・々
で
嬢
Ｌ
一い
」
″
鶏
孝
名

力
に
提
百
Ｅ
卜
蓋
奮
Ｉ
わ
ら
が
開
　
　
　
　
　
　
　
命
π
Ｈ
牲
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鮒

曇

段

篤

摂

Ｙ

・
３

鳥

蓬
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揺

ら
ち

と
受

望
密

を

Ｒ
ヽ

萬

盟
雪
缶
真
っ
て
競
閉
軍
程
益
鰹
菅
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輸
入
型
ア
ラ
ウ
ド
フ
ァ
ン
デ
ィ

ン
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エ
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手
々
竹
苫
協
Υ
〓

ざ
Ｃ
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で
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誦
毀
攣
Ｚ
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５

Ｒ
囲
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日
指
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岳
苺
管
足
特

器

佐世保西。今丼さん そらとぶペンギン

地
域
の
課
題
高
校
生起業家や銀行員ヘビジネスプラン提案

オ
ン
ラ
イ
ン
で
発
表
す
る
高
機
生
ＩＩ
県
庁

高
校
生
が
考
え
た
ビ
ジ
ネ
ス
プ

ラ
ン
の
発
表
会
が

働
日
、
県
庁
で
あ
り
、
生
徒
２．
人
が
超
棄
章
や
地
銀

行
員
ら
を
絹
子
に
プ
レ
ゼ
ン
し
た
。
景
嘉
破
壊
や
窪

き
家
閥
遍
と
い

っ
た
地
線
諜
担
に

つ
い
て
調
べ
、
癖

決
に
資
す
る
事
業
計
画
を
極
緊
し
た
。

鷹
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３
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は
、
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Ｅ
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い
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に
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て
間
選

造
通
し
、
子
人
で
と
治
し
た
と

い
う
。
地
堡
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面
の
エ
キ
ス

を
目
合
し
ヽ
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翠
握
者
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に
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盛

霊
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亀
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い
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人
か
ら
は
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え
て
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へ
曇

農

離
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盗
活
勘
Ｘ
回
し
た
ら
ど
う

か
」

尋
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彗
Ｆ
憑
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再

活
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て
み
て
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い
っ
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ア
ド
パ
イ
ス
が
あ
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。

毎

）

▼ト

算
い

i盛離F響競

iヽ
と|!

軍

0

的
』
□
Ｆ
ｒ
」`
:ヽ鬱
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Ｐ
り

「ながさき移住ナビ」と「ジヨブなび長崎」の連携 資料 li3

ながさき移住ナビ (H28開設)

対象 :移住検討者

(1)多様な移住情報の握垂

移住検討者向けの情報発信ツールとして、

従来から現在まで中核的な役割を担って

おり、移住者の増加に貢献してきているHP

(2)具体的な掲載内容

①イベント開催情報
。移住相談会、転職相談会など

②移住支援情報
・市町ごとの移住助成制度の紹介

③県や市町の魅力

④県や市町の相談窓国の紹介

⑤ながさき移住倶楽部 (登録制)

移住検討者
に対し、県

内の魅力的

な求人を速

やかに万ヨけ

ることが可

能となる。

データ
連携
(予定)

◆移住者向け情報サイト「ながさき移住ナビ」と、県内求人や企業情報の検索サイト「ジョブなび長崎」

を連携し、更なる移住者の増加や県内就職を促進

tを ;r∵ ]軍花ビ憂塚塞峯節言塚売た山握?奪筵ェξ書丞隻P畢定琴壁蒐盆璽蓬曇雲各:きどaをi査雲薯言尋警宅蜜苓
に情報発信

(3)具体的な求人が出た段階で、改めて登録者にプッシュ型の求人情報を発信

ポ

イ

ン
ト

華

い

ｌ

ω

ジョブなび長崎 (R4年4月開設)

対象 :求職者 (県内在住、県外在住の両方)

求人を行う県内企業

県内の中途採用求人を掲載

正規雇用に特化した良質な県内求人を掲載

(2)主な特徴
①県内企業が登録した正規雇用等の求人と、WEB
上から自動で抽出した正規雇用等の求人を掲載

②サイトに登録されている求人情報は、
「Indeed」 や「スタンバイ」などの大手求人

検索エンジンにも拡散
→全国の求職者が、ジョブなび長崎を知らな

くても「indeed」 など大手サイトから検索
。閲覧可能

③lT系、事務系、急成長企業系など、特色のある

分類で検索が可能
④求職者が会員登録の際に、スキル等を登録する

ことで、企業からスカウトメールを受けとる機

求人 947社、1,249件、求職者57人

(1)

1

能を搭載

3,731人



データ連携
(予定)
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資料 2子どもの医療費助成制度 設について

Ｐ
呵

への支援として、安心し
必要》

する子どもの医療費

ご海 r_―″ぇ
―
て

<県が提案する状況>

高校生世代を対象と

【県内の子どもの医療賓状況】
<現状>

1高校生 (9市町)

中学生

小学生

中学生 (2B4億円)

小学生 (6B4億円)

未就学児
い
芝

Ｎ

_″ 塁齢県 __

未就学児



子どもの医療費助成制 創設について

他県|め機湧 i

乳幼児等医療費に対する援助の実施状況

1.都道府県における実施状況
(単位

(※ )交付金のため、対象年齢 `所得制限 B一部自己負担に関する規定なし。
交付金の規模は12歳年度末までに相当。

別紙1

(令和2年4月 1日現在)

県 )

Ｐ
∞ ・静岡・院

院
通
入

20
1

6
■■

4
1

入 院

47

1

01

25
3

4
,

3

1

通 院

47

3

12館年度末
lR録 停 Ⅲ春

=…韓
鷲露室置葉

中……中
=∵
……・

9競年度末

4色未満
5燈未満
就学前

その他 (※ )

対象年齢

実施都道府県数計

入 院

19

27

1

通 院

18

28

1

所得制限

所得制限なし

所得制限あり

その他 (※ )

入 院

12

34

1

通 院

10

36

1

一部自己負担

自己負担なし

自己負担あり

その他 (※ )

厚生労働省こども家庭局母子保健課調べ



第 1回 長崎県・市町連携会議 (8/31) 資料3-1

◇意見交 ―マ  (長崎県)
2 人口減少対策について

(1)市町等と連携したUIタ ーン対策の強化日効果的な情報発信
①Uターン促進キヤンペーンの推進
②移住希望者向けの子育て支援等の情報発信の強化

※概要別紙のとおり

O考え方及び意見の記載にあたつて
上記①、②に関する取り組みのアイデアなどについてご記入ください。なお、①,②は、い

ずれも今年度事業ですが、ご意見をいただくにあたつては、次年度以降の取り組みも含めア

イデアなどについてご記入ください。

【具体例】
日Uターン促進キヤンペーン (11月年12月 )について、各市町において、追加できそう
な取組
日移住希望者向けの子育て支援等の情報発信の強化について、さらに強化したほうが良いと

思う取組
a tt B市町の役割分担に応じた発信等 (Uターン対策としての保護者向け情報発信の充実方

策など)
日次年度に向け、市町と連携した更なる移住施策の強化 (Iタ ーンの強化策など)

な ど

◎市町の考え方 Bアイデア及び意見等

※記載に当たつては、簡潔にお願いします

口

(資料 3-5)に 記載の通り
答についてはP25～30※各市町からの

19



資料 3-2

U夕…ン促進キャンペーンについて (県・市町連携事業)

1.近年の移住

・長崎県への移住者数は令和 3年度に過去最多となる1,740人

・移住者に占める Uタ ーンの割合は近年増加傾向

(単位 :人 )

2.キ ャンペエンの背

(1)県内各地域における様々なプロジエクトの進展 (新幹線開業、IR誘

致、スタジアムシティプロジェクト、国際クルーズ港整備、半島に

おける農地基盤整備、離島における先端技術実証、ホテル建設の活

性化等)

(2)半導体、航空機、ロボツト等の事業拡大や魅力的な仕事の創出

(3)移住者向け情報サイト「ながさき移住ナビ」と、令和 4年 4月 に開

設した県内求人を掲載した検索サイト「ジョブなび長崎」との連携

など、対外的にアピールできる材料が整ってきている。

⇒ 1. 2を踏まえ、この時期に、 Uタ ーン促進キャンペーンを実施し、

年度 H28 H29 H30 Rl R2 R3

移住実績 454 782 1 1 2 1 1,479 1 452 1,740

うちUターン者数 194 391 574 745 785 970

Uターン者比率 43% 5011 5111 5070 5411 5611

更なる移

20

住者の増加を目指す必要。



3.Uタ ーン促進キャンペーンの概

(1)参加機関 :県、 21市町

(2)期  間 :令和 4年 11月 ～12月

※この期間に、県や市町の移住相談会など、関連するイ
ベント情報

を「塊」として発信

(3)主な内容

①キャンペーン特設サイトの開設

②キヤツチコピー、ロゴによる統一感の創出

③様々な広報媒体によるPR

県、市町の HPや SNS、 テレビ、情報誌等の様々な媒体で PR

リモートワーク、ワーケーションの関心層にもアプローチ

4.市町へご協力のお願い

OU夕 ニン促進キャンペーンについて、県においては、特設サイトで発

信していくので、市町におかれては、広報誌や HP、 SNS等を積極的

にご活用いただき、県外に住むご家族やご友人
への周知広報をお願

いします。

0また、県外にある市町人会や同窓会などへの広報もお願いします。

0今年度の Uタ ーン促進キャンペーンの結果は、取りまとめたうえで、

市町とも共有します。

次年度も引き続き、県・市町協働お実施できる取組を検討
・実施して

いきますのでご協力をお願いします。
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Uターン促進キャンペィン 取組み一覧 (案) ※検討中及び可能性を含む 資料 3-3

広報・PR取り組み

テレビ・ラジオ 個別広報手段

波
佐
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町
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諌早市

馬市

五島市

市

町

川棚町

上五島町

長崎市

佐世保市

島原市

壱岐市

南島原市

時津町

小値賀町
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資料 3-4

移住希望者向けの子育て支援等の情報発信の強化について

(県・市町連携事業)

1背 景
長崎県への移住者のうち、20代～40代のいわゆる子育て世代が 6割

を占め、10代以下を含めると8害」に上ることから、この世代をターゲ

ットとした情報発信が移住施策の重要なポイントの一つとなる。

その中でも、特に子育て支援や子育て環境の情報にういては、ながさ

き移住ナビをはじめとした情報コンテンツの充実
。強化を図る必要が

ある。

70代～

4%
60代

139人,8%

(令和 3年度 年代別移住者数)

2 市町との協働作業
移住者向けの情報サイト「ながさき移住ナビ」のデータや、移住相談

会、就職・転職相談会等で配布する子育てブック (冊子)に掲載する情

報の充実に資するよう、現在各市町に子育て支援関連施策の照会をし

ており、今後、担当者間で意見交換を行いながら、発信する内容やデザ

イン等の整理を進める。

50代

7%

40S人 ,23%

～iO代

40代 1,740人

20代

375入 j

30代

407人 ,23%
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(主な照会内容)

3 市町へご協力のお願い

「ながさき移住ナビ」や子育てブックに掲載する情報を充実するた

め、市町の移住・子育て担当者と意見交換を行いますので、ご協力

をお願いします。

○市町のホィムページ等で広報されている子育て支援情報について、

一層わかりやすい発信をお願いします。

項 目分野

結婚世帯への女性や不妊治療費助成などの支援の有無

出産準備教室、交流会など開催

妊娠・出産

育児用品支援

幼稚園・保育所等関連支援

子育て支援

放課後児童クラブ・学童等

離島留学制度

特色ある教育 (外国語、υSヽるさと教育等)

教育

医療体制 (産科・小児科等)医療

公園・遊戯施設、体験アクテイビテイ等自然環境

移住奨励金

家賃減額措置支援等

住まい
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分類 、  主な内容 市町名

広報

情報発信 (全般、市

町からの情報発信)

・市町が1固別の発信だけでなく、県で作成するキャンペーン

特設サイトで市町の取り組みを整理して発信することは有

効。     、
・市町の広報議、HP、 SNS、 LINEでの広報
・保護者経由の発信
・移住担当職員が「笑顔で・明るく・丁寧に」移住相談にA
じる姿の見せ方 〔

・全市町

都市部等での発信 ・福岡田のメディアを活用した集中広報 佐世保市

地元出身者への広報

・首都圏県人会や同窓会等への広報

・関東・関西の市人会会員の公式LINE登録を進めており、会

員への移住定住情報のブッシユ配信、
―
会員からの情報発信・

拡散を依頼

・佐世保市、松浦

市、由島原市
・西海市

同時期開催イベント等

第一次産業を体験する滞存ツアー造成

主要都市での移住相談会
。今和 5年 1月 開催予定の「個別移住相談会」のキャンペー

ンにあわせた前倒し開催
・市町合同のオンライン相談会

・佐世保市
・島原市
・島原市

・島原市

市町独自施策

・西九州させば移住サポートプラザ相談受付 (予約による土

P盤早葦箕4始に合わせt観光・情報発信担当、離島留学担
当、空き家・移住担当者が、市内の港に臨時ブースを設置

し、移住相談や離島留学制度を説明

・公共交通施設 (口え津港ターミナル)のデジタルサイネー

ジ
・I」 U奨励金制度 (町内賃貸住宅への定住、町内事業所への就

職もしくは起業した際に6万円交付)
・定住支援員の設置 (外部委託)に よる相談会実施や移住者

向けお試し住宅 (定住促進住宅)の整備

・佐世保市
・壱岐市

・商島原市

・波佐見町

・小値賀町

県市町連携策

・就職支援や住宅確保対策における県市町の効果的な連携

・次年度以降はIタ ーン者や子育て世代等ターゲツトを変え

た施策を検討
・魅万ある圏域の企業紹介サイト制作
・ワーケーシヨンの推進

・大村市、平戸市
・平戸市

・松浦市
・長与町、波佐見

町、小値賀町

提案等

・周知には時間がかかるので、学年度ではなく、継続して実

施できる仕組みも考えたほうが良い。

・課題となっている事業承継と住宅確保を解決するため、業

種を絞ったうえで事業承継するための住宅や社員察等の整備

に対する補助制度があるとよい。
・移住検討者に対する長崎県来訪支援
・移住モニターツアー

・長崎市、雲仙市

・五島市

・南島原市
・川相町

資料 3-5

◆県と市町が連携したUIタ ーン促進に係る、市町の考え方・アイデア及び意見
く主なもの>

(1)市町等と連携 したUIタ ーン対策の強化 ,効果的な情報発信
①Uターン促進キャンペーンの推進

②移住希望者向けの子育て支援等の情報発信の強化

分類 主な内容 市町名

情報発信の手法など

・各市町が統一したフオーマットで冊子、HP、 SNS等をつく

ることも考えられる
。子育て世代向けの情報発信強化は重要

・白治体が特にアピールしたい点は、日立つような発信が必

要
,次年度において、子育て移住体験ツアーを検討

・県が作成するながさき子育てブツクを共通素材として、ワ

ンス トツプに情報発信を行うことが効果的 (情報が変化する

のでQRコ ー ドも活用)

松浦市

・五島市
・雲仙市

。南島原市
・長与町
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資料 3-5

◎各市町の考え方 ロアイデア及び意見等

・移住に関する情報発信を行う際は、市町が個別に発信するだけでなく、これから作ることになっているキャン
ベーン特設サイ トで市町の取 り組みを整理 して発信することで、

ることが大切で、時間がかかることも考えられるので、単年度で終わらせるのではなく、継続 して実施できる仕組みも考えた方がよいのではないか。・情報発信では周知が行き波

必要としている方により情報が届きやすくなるのではないか。

U夕 =ン促進キャンペーン協働項目

【広報分野】

Uタ ーン対策として「広報させば」による広報

情報サイ ト (佐世保移住サポー トサイ ト及び広域圏特設移住サイト)広報

3)本市並びに広域都市圏SNSに よる広報

)広域圏事業 :広域圏サポ=タ ーメルマガ配信広報

圏同窓会組織広報

0広域圏事業 :移住系雑誌を活用した広報

圏事業 :福岡圏域住民のべ40,000人マーケテイングメール広報

【相談受付分野】

九州させば移住サポートプラザ相談受付 (予約による土日祝日実施)

)広域圏事業 :広域圏オンライン相談会開催 (年度後半からスタート準備中)

希望者向けの子育て支援等の情報発信強化協働項目

者向けの情報サイ トや、移住相談会、就職・転職相談会等で参照される資料の内容改定を長崎県担当者と意見交換させて
いただきながら整理を進めます。

次年度に向け、市町と連携した更なる移住施策の強化 (|ターンの強化策など)

【アイデア・意見など】

岡圏の各種メディアを活用 したUタ ーン集中広報

インフルエンサー 。テレビ・雑誌
。JR博多駅 `天神バスセンターなど

都圏 (SHIBUYA QWS)を活用 したリアル &オ ンラインイベント

崎の島暮らし・里山暮らしX就農・就漁の魅力を伝える企画

長崎の第一次産業を体験させるお試 し住宅滞在ツアー造成・販売・受付

インフルエンサー・テレビ・雑誌での紹介

観光的要素も盛 り込んだワーケーションツアーも整備

)町内会チラシ広報

・県内各市町合同でのオンライン相談会の開催

。主要都市でのリアル相談会の開催

:ながさき移住ナビ以外で県外向けへの周知方法として各市HP、 公式LINE、 ブログ、インスタ等を活用した情報発信

・島原市において令和5年 1月 に開催予定である「個別移住相談会」の前倒 し開催

・テレワークを導入している都市部の企業に対しての情報発信の強化

島原市
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諫早市

。キャンペーン情報については、移住定住情報を発信 している地域おこし協力隊のSNS

・保護者経由の情報提供については、有効な情報伝達手段だと思うので、県民に対する効果的な情報発信の充実も必要だと考える。

(フ ォロワー数 約4,000人 )等を活用 したい。

UIタ ーン対策については、市単独の取組には限界があるため、引き続き、長崎県
。ながさき移住サポートセンター・各市町と連携し取り組みたい。

や住宅確保対策については、市単独での支援が難しいため、引き続き連携するとともに、県内各市町の効果的な施策等についてご教示いただきたい。特に就職支援

Uターン促進キャンペーンの推進

U夕 =ン者をターゲットに、県・市町が協働 してキャンペーンを行うということは、大きな相乗効果が生まれると考えるのでPRを積極的に行っていただきたい。特に、 Uタ ーン者は

出身地との縁があるため、環境 (住居、仕事)が整えば移住する可能性は高くなると期待できる。

子育て支援等に関する情報発信は、特に若い世代の移住希望者に関心を持ってもらえる機会になると考えるので進めていただきたい。

次年度以降については、 |タ ーン者または子育て世代というようにターゲットを変えながら推進 していただきたい。

望者向けの子育て支援等の情報発信の強化

ご来場いただくよう、参加者ヘノベルティの配布や県産品の抽選会などを行ってはどうでしょうか。

・PR方法で、各市町の東京県大会等に対して関連するイベントをブッシュ型で周知をしてはどうでしょうか。また、ながさき移住ナビ公式LINEに おいて、セグメント配信をしてはどう

でしょうか心

。子育て世代からの問合せが多い内容を整理し、移住を希望される方が分かりやすい く見やすい)よ うに、各市町が統一したフォーマットで資料を作成 (冊子・HPoSNS)し てはど

。若い世代の定住促進に向けて、県全体をいくつかのブロックに分け、魅力ある圏域の企業紹介サイ トを制作するなどの取組をしてはどうでしょうか。 (令和
5年度に向け、西九州させ

・11月 に東京都で大規模相談会が予定されていることから、多くの方ヘ

うでしょうか。

その他 (次年度に向け)

ば広域都市圏で、特設移住サイ トのリニューアルを検討中)

追加の取組等なし。引き続きt UIターン対策・情報発信に取り組んでいきたい。対馬市

(1) 

―

煙 D-1

Uターン促進キャンペーン期間中となる12月末に、「港で協力隊」と題したイベントを実施予定。帰省客の多くなる年末年始に合わせ、観光・情報発信担当、離島留学担当、空き

家・移住担当の地域おこし協力隊隊員が、市内の港に臨時ブースを設置し、空き家活用や移住相談、離島留学制度の説明などを行うも
の。盆時期の8月 にも実施済。

(1)― ②

壱岐市の令和 3年度移住者の年代別割合は、20代までが半数を占めており、30代まで合むと7割を超えるため、子育て世代
への支援情報発信の強化は重要と考えていると「ながさき移

内の子育て情報に各市町の保育施設の情報を掲載するなど、県が有する様々な広報媒体で周知を強化 していただきたい。ナビ」
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Uタ ーン促進キャンペーンの推進について

良い取組であり、■緒に取り組みたいと考える。

移住=|ターンのイメージが強く、 U夕 =ン
も移住支援の対象となることが認識されていないように思う。 Uタ ーンも「移住」であることを認識してもらえるようなPRを続ければ、

五島市もファミリー層をターゲットしており、子育て支援等について情報発信を強化することには賛成である。

○次年度に向けた、市町と連携した更なる移住施策の強化 (|ターンの強化策など)について

。高齢化の進行や大手不足などにより、事業承継が課題となっている。また、移住に関する課題として住宅の確保があり、五島市でも空き家バンク制度を実施しているが、移住者の希望

に沿えない場合が多い。そこで業種を絞ったうえで事業を承継するための住宅や社員寮等の整備に対する補助制度があれば、課題の解決と移住促進の一助になるかと考える。

Uターン希望者が自ら移住関連情報を求めるようになるのではないかと考える。

望者向けの子育て支援等の情報発信の強化

西海市の子育て支援としては、出産祝金や 2人 自以降の保育料が無料となる支援、高校生までの

このような取り組みについて、今月t「人生に寄り添った支援策」と題し、各世代における支援や補助制度が一覧で見れるチラシを作成し、お盆の帰省者にも周知を図うたところで

また、関東・関西の市人会会員の公式LINE登録を進めており、会員への移住定住情報のプッシュ配信をはじめ、会員からの情報発信、拡散もお願
いしているところです。

かしながら、本市だけでの情報発信は弱く、県や各市町と連携しながら広く周知し、UIターン促進を図りたいと考えています。

す。

し

福祉医療費、高校生の大学進学を応援するオンライン学習費10万円の支給など、保育・

・教育など様々な支援を行っているところです。

仙市では、インスタグラムやフェイスブックなどを活用した移住希望者向けの情報発信に力を入れており、県
・

こういったキヤンペーンについては県下一体となって行うことが効果的・効率的であるため、次年度以降も継続 していただきたい。

市には、結婚支援金 (40万円)や赤ちゃん支援金 (20万円)と いつた、他自治体よりも充実した支援を行っているものがある。自治体が特にアピールしたい支援については、

市が行うキャンペーンの周知についても活用する予定である。

目立つた記載や発信をしていただくようお願いしたい。

雲仙市
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【追加できそうな取組】

・公共交通施設 (口之津港ターミナル)のデジタルサイネージ

(電子看板)に よる移住PR
。市広報紙 12月 号にてUタ ーン促進記事掲載

・都市圏の県大会・町人会でのUタ ーン促進PR(移住パンフレツト配布等)
。高校卒業時の南島原市公式LINE登録推進

【移住施策の強化 (要望)】

・空き家改修による住宅の確保 (市 :次年度予定)

・移住検討者に対する長崎県来訪支援 (宿泊等補助)

Uターン促進キャンペーンの推進

望者向けの子育て支援等の情報発信の強化

O市 :子育て世帯向けの移住体験ツアーの開催 (次年度予定)

:子育そ支援センターやこども園等をYouイube等のSNSで紹介

○県 :県・市の子育て支援情報集約サイト整備 【要望】

・県提案資料にあるとおり、統一した取組み期間やキャッチコピー、ロゴを活用したPR活動は効果的だと考える。

・同種あ取組み事例として、県若者定着課が各市町と連携して実施している「ナガサキエール (若者の県内就職促進等を目的とした事業)」 の広報誌展開
の取組みがある。

・本町でも、お盆の帰省時期である7～ 8月 を目途に広報誌へ特集記事を掲載しており、県が実施するwebサ イトやSNSを 活用した大規模な周知活動
と併せて、地元 (保護者)を ターゲッ

トにした情報発信を行うなど、市町の役割分担を意識した取組みを行っている。

・子育て世代へのPRについては、現在県が改訂作業を進めている「ながさき子育てブック」を共通素材として、ワンストップに情報発信を行う
ことが効果的だと考える。

・なお、各種支援策をはじめとした掲載情報は内容が年々変化することが考えられることから、紙媒体で情報提供を完結する
のではなく、支援情報等が掲載されたHPのQRコ ードを掲載

いただくなど、移住希望者が最新の支援情報に随時アクセスすることが可能と考える。

Oそ の他、次年度以降検討事業について

・昨年度より、県地域づくり推進課の主導で実施 している「長崎県ワーケすション受入促進事業」にお
いて、都市部企業と市町のマッチングを行っていただいているが、例えば、同窓

身等の地縁のある方を重点ターゲットとして設定し、マッチングを図ることで、企業誘致・移住者の増に繋げられないかと考える。・県人会等を通じて、長崎県出

Uタ ーン促進キャンペーンの推進について

住希望者向けの子育て支援等の情報発信の強化について

町ホニムページやSNSを 活用 した情報発信を積極的に行いたい。ま の観光情報サイトにおいて、移住情報の新規ペィジを作成するなどの情報発信の充実
。強化を図るよう研究を

進める。

た、町

時津町

W長
崎は一つlを前面にPRす ることが重要。

県内自治体の移住担当職員が「笑顔で
。明るく・丁寧に」移住相談に応じる姿を、移住希望者に知ってもらえるような見せ方が大切。

財政力が豊かな他県自治体との差別化を図るためには、
W一
体感"と "長崎イメージ"の醸成が必要だと感じています。
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川棚町

①Uタ ーン促進キャンペーンの推進

本町は受入対策の充実 (空き家バンクの内容充実、リフォーム等補助金の検討)に注力し、県はそれら情報を広域に発信いただきたい。また、県の移住施策については、町独自の広報

により周知に協力する。

【県に求める具体的なアイディア】

・複数の市町を移住先として捺討している方を対象とした移住モニターツアーの実施。

・首都圏等での移住セミナーの実施。

【町独自の広報】

・町内自治会回覧板や町広報誌を活用したきめ細やかな周知。

・川棚町LINEを 活用した周知。

②移住希望者向けの子育て支援等の情報発信の強化

・保育園副食費の上柔せ支援や、 3歳児未満乳幼児保護者を対象におむつ用ゴミ袋の無償配布、高校生までの福祉医療費助成など町独自の支援策について、県と連携し、情報発信の強化

に努める。

波佐見町

(町独自施策)

・本町では |」 Uタ ーン奨励金制度を設けており、移住者が町内賃貸住宅への定住と、町内事業所への就職もしくは起業 した時に一律6万円を交付 している。 Uタ ーン者への交付額を引

き上げることも一考される。

・移住者向けとは限らないが、子育て支援策の一環で小中学校入学もしくは卒業する子がいる世帯に対 して、奨励金を交付する施策案が考えられる。

(連携 した施策 )

・県と市町が連携して、ワーケーシヨンを推進する。 (関係人口づくり (ワーケーション)→定住人口)

現状では、各市町が単独でワーケーションを推進しているが、県が取りまとめ、県から企業に対し て情報発信を行い、長崎県内でワーケーションができる市町を紹介してワーカーの

客をはかる。

関係人口からづくりから定住人口づくリヘ繋げる取り組み

小値賀町

本町単独の取組として定住支援員の設置 (外部委託)による相談会の実施や移住者向けのお試し住宅 (定住促進住宅)の整備等を行っている。

また、西九州させば広域都市圏連携事業として共同移住サイト・窓回の設置や広報活動等、県・市町連携の取 り組みとして、合同相談会等を実施 しているところ。

町単独では広報・PRに も限界がある中、引き続きさらなる移住者の増加を目指すために、周遊型の移住体験・ワーケーションなどのツアーを造成 し、県北地域や五島列島地域など

「地域単位」での取組を強化 していければと思います。

佐々町

町 としては、期間限定キャンペーンとして、移住者にお得感のある予算を伴うような取組 (補助金の支給など)は考えていない。

促進として、佐々町公式 LINEや 広報紙を活用 (親御さんから子らべ案内を目的)し、県外に住む佐々町出身者に向けた発信に取 り組んでいく。

実施している佐々町子育て世帯移住支援補助金について、県移住ナビや西九州させぼ広域都市圏移住特設サイトをとおして紹介を行っているが、さらにメディアを通した宣伝を行
移住

うことで、移住検討のきっかけになると考えている。

新上五島町

者の生活基盤となる情報発信

・求人情報

・起業や事業拡大に対する県・市町の支援制度

・住宅、空き店舗等
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令和4年度長崎県・市町連携会議 (8/31開催)
資料4-1

◇意見交換テーマ  ( 世保市)
3.医療提供体制について
(1)医療提供体制の維持・拡充に向けた取組などについて
①救急医療体制 (現状日課題)について
②産科医・小児科医 (現状口課題)について
③各自治体での取組について

①②については、各自治体における現状日課題についてご記入ください。

③についてはt ①②の課題を解決するために、各自治体での取組についてご記入ください。

O考え方及 意見の記載にあたつて

◇ 人口10万対医師数

(令和2年 12月 31日現在)

1全国   269。2
2長崎県  335.2
3長崎市  500.6
4佐世保市 295,6

◎市町の考え方 田取組状況、意見等

※記載に当たつては、簡潔にお願いします

ついて

I 初期救急医療 (1医療機関)
【現状】
O市 立急病診療所
内科。小児科 :月～土曜日/20時～23時  日曜日日祝日日

外科 :日曜日口祝日/10時
留18時

/10時～18時

【課題】
レ医師登録数

・
:令和元年度から約3割 (40名 )減少 → 市外・県外の応援医師への依存拡大

>特に、年末年始dGWなど長期休暇期間の確保が困難
レ県北小児科医会から、会員の負担が現状から増とならないよう要望あり

>登録医師の高齢化 1平均年齢約60歳

Ⅱ 二次救急医療 (10医療機関)
【現状】
O病 院群輪番制病院
夜間 :18時

N8時  上自祝日 :8時N18時

【課題】
>病院群輪番制病院の減少 :令和元年度から2医療機関の減少
>医師の高齢化及び承継者不足などに加え、医師の働き方改革の課題に直面

"非常勤医師の確保
に係る費用高騰が顕著

Ⅲ 二次救急医療(1医療機関)

【現状】
O佐 世保市総合医療センター救命救急センター
体制 :常勤医師3名 (センター長含む)+応援医師

【課題】
レ常勤医師の確保加え、医師の働き方改革に伴う時間外労働規制の課題に直面

(い 協力医療機関からの応援医師の縮小が見込まれる)

※ 救急全般
平戸日松浦市のほか西海市、東彼からの夜間“休日の救急患者の受け入れも見られている。
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◎市町の考え方・取組状況、意見等

※記載に当たつては、簡潔にお願いします

②について

【現状】
E科医(人口10万対_H28)・ 全国 :8。9長崎医療田 :12.7佐世保県】ヒ医療圏 :8.4
B現在分娩のできる医療機関数 :5医療機関(内訳 :公的:2民間 :3)まで減少
巨平戸B松浦市に分娩可能な医療機関力Ⅲゼロ

W(圏域内偏在)

0珂 児ヽ科医(人口10万対_H28)全国:13.3長崎医療圏 :17.8佐世保県北医療圏 :11.2

0長崎県医師確保計画 :両科とも相対的医師少数区域

【
講罹柔令1ヒや承継者不足などによる医師の減少傾向にある中で、両科は特

に顕著

③について

O H27～ 医師確保事業として、UJIターン医師の支援のほか、人材育成の
一環として、高校生の

病院体験学習や中学生を対象とした命の学習会などを実施

O令和4年3月、本市独自の「佐世保市医療政策推進計画」を策定
吟 基本日標の3分野ごとに10の基本政策、その具体の取り組みとして18の施策

で構成

け すへての施策を横断する重点プロジエクHこよる「めざす姿」の実現
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◇ 佐世保市における教急医療の状況
① 初期 (一次)救急医療の状況
■ 高齢化等による小児科医をはじめとする
医師不足により、市立急病診療所における

持続可能な医療提供体制の確保への懸念

医師会対応当番医(登録医)の現状

② 二次救急医藤の状況
|二次輸番病院群 |

③ 三次救急医療の状況
1佐世保市総合医療センター I
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資料 4-3

医療体部J 比較的軽症な患者の医療を担当する医療機関
による体制を整備

手術・入院を必要な重症の患者に対応する病院による体制を整備

脳卒中、心筋梗塞等重篤患者に高度医療を提供する救命救急センター等による体制
を整備

二次敷急医療体制

における数急医療体制を整備急病や事故等の緊急時県民が安心して吾らせるよう、

■救急医療体制について

■これまでの主な取組

琳

華

ト

ｌ

ω

◆少子高齢化に伴う医療需要の変化とともに、医

療提供体制も縮小していく

◆将来の医療二

資源を有効に
分担や行政と

考える

―ズにマツチするよう、限られた

の連携体制の構築が非常に重要
活用するため、

◆ 医療需要の変化への対応

P 周産期など一部診療体制の縮小
・ 高齢化の進展による療養休制等の整備
◆ 医師の偏在

・ 地域・診療科の偏在と勤務医離れ

◆ 医師の働き方改革に伴う勤務環境の変化

。 中核病院の機能維持やへき地等の医療提供体制確
保に対する懸念

■現状・課題

ω
ト

①二次敷急医療体制の構築車援

` 病院群輪番制病院や災害拠点
病院におけ

る施設・設備整備に対する支援

・ 医療機関における耐震化工事に対する支
援

・ ドクターヘリ等による搬送体制の確保

②三次敷急体制の構築支援

・ 救命救急センターや周産期母子医療セン
ター等における施設・設備整備に対する

支援

③医療人材の育成等

・ 県養成医の育成や初期臨床研修医の確保、
常勤医師の斡旋や診療応援など二次医療

圏間における医師の地域偏在解消に向け

た支援

・ 診療科偏在の是正に向けた専門医養成研
修のための支援



ω
頓

~口
長崎県 :こおける救急

■病院群輪番制病院数

■分娩取扱施設数

(単位:施設) ■医師の地域格差の状況 (令和2年12月末現在)

(単位 :施設)

令和 2年医師歯科医師薬剤師統計 (厚生労働省)よ り 成

■医師の高齢化率 (令和2年12月末現在)
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資料 4-4

急医療体制 (現状 。課題)

・ 夜間急患センターや在宅当番医制における初期救急医療体制、病院群輪番制病院 (9病院)、 救急協力病院 (6病院)及びそめ他の医療機関 (5病院)における二次救急医療

体制、長崎みなとメディカルセンター及び長崎大学病院における二次救急医療体制により、救急患者の受入れを行っている。

・長崎みなとメデイカルセンターにおいて救命救急センターを安定的に運営するため、救急医を継続的に配置するとともに、24時間365日 の受入体制を維持して
いる。

「精神科や整形外科など一部の診療科にお
いて、対応困難な病院が多く、救急搬送困難事例が発生しており、長崎医療圏病院群輪番制審議会及び現場レ

ベルの救急担当医師で

構成される長崎医療圏救急医療検討会において情報共有や協議を行っている。                    ´

科医 。小児科医 (現状)

・総合周産期母子医療センターの指定を受けている長崎大学病院や地域周産期母子医療センターの指定を受けている長崎みなとメディ
カルセンターにおいて、ハイリスク出産や

早産児、合併症のある児等への対応を行っている。

自治体での取組

・2024年度からの医師の働き方改革において、医師の時間外労働時間の上限規制が適用され、救急医療に大きな影響を及ぼすことから、長崎医療圏病院群輪番制審議会
において

救急医療を担う医療機関で情報を共有し、今後の救急医療体制の在り方等についての協議を実施している。

・新型コロナウイルス感染急拡大の状況を踏まえ、長崎医療圏における関係機関間の連携強化及び医療機能の維持を図ることを目的
とし、医療提供等に関する状況について

週 1回の割合で情報交換会を行っている。

(島原病院を含む 6病院)が共同連帯して、輪番制方式により初期救急医療施設からの転送患者や救急搬送患者の受け入れを

島原市に産科は 2か所、小児科は 2か所あるが、地元小児科医の負担軽減のため、島原病院にも小児科医 2名が配置されている。

児ヽ科については、半島 3市が長崎大学に寄附を行うことで、長崎大学が 2名の小児科医師を島原病院に配置し、島原地域の小児医療に関する研究室を開設す
るとともに、島原病院の

日及び夜間における医療について、島原半島内の病院群

児ヽ科診療を再開しており、地元小児科医の負担軽減を図つている。

っており、それに対して島原半島3市で島原病院を除く5病院へ補助金を支出している。
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急医療体制 (現状・課題)について

(現状)

二次救急 :輪番制病院 (4所)救急医療協力病院 (1所 )

(課題)

・休 日夜間における当直医の配置が難 しくなって tⅢると承知 している

(理由)医師の長時間労働、医師不足、派遣医師の調整甲難など

・重篤でない患者の二次救急病院の利用

(救急車の不適正利用、軽症ウォークイン患者の増加)

科医 。小児科医 (現状・課題)について

(現状)

一般診療所数  131所 (庫婦人科 4所 小児科 9所 )

(課題)

ここ数年で、産科 。小児科開業医が徐々に減少し、また、医師の高齢化が進んでいる状況であるた
め、今後、医師不足が深刻化することも予想される。

○小児科 :H28年

○産 科 :H29年
1所廃業 H30年 1 1所廃業

1所廃業

自治体での取組について

諫早市では、夜間における小児救急患者に対応するため、諫早市、諫早医師会、 (独)地域医療機能推進機構諫早総合病院の三者で、
「諫早市こども準夜診療センター」を開設し、小

救急医療体制の充実を図つている。

医療体制 (現状・課題)について

【現状】

大村市では初期救急として夜間初期診療センターを設置。また、大村市医師会により休日当番医の対応。

二次救急として市立大村市民病院、民間病院 (1施設)があり、

二次救急として独立行政法人国立病院機構長崎医療センター高度救命救急センターが設置されていると

なお、夜間初期診療センターの運営については大村市医師会に委託している。

【課題】

課題がある場合、夜間初期診療センター連絡協議会 (医師会、市民病院、医療
センター三者が参加)の中で情報共有を行い、解決するようにしている。

・小児科医 (現状・課題)について

【現状】

一般診療所・病院数 87所 (内 岸科・産婦人科 5所、小児科 16所 )
【課題】

産科医・小児科医に関する要望や意見等は把握していない現状。今後は現場の問題点の掘り起こしなどが課題
となる。

自治体での取組について

初期～二次の連携に:つ いては2カ 月に1回開催している夜間初期診療センター連絡協議会
で確認を行っている。
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休日、祝日の初期救急については、平戸市医師会に委託し実施しています。また、市内には救急告示病院が4病院あり、救急搬送の約 8割は市内の医療機関に搬送しており、医療機関

の協力もあって、地域完結型の医療体制に努めています。高次救急医療については佐世保県北二次医療圏の医療機関に適切につなげることで、救急医療提供体制を構築していますと

しかしながら、医師不足と医師の高齢化が進んでおり、マンパワー不足により救急医療提供体制の維持が年々困難な状況にあります。

科医・小児科医 (現状・課題)について

戸市では、少子化の影響もあって小児科が少なく、産科医は全くいません。平戸市では妊婦の健診に要する交通費、超音波検査の費用及び離島地域妊婦の出産前宿泊費の一部助成を

ています。また、発達支援指導が必要と認められる乳幼児の専門的な指導、助言を行う相談つ場を開設 しています。

少子化が進み、地域で安心して子どもを産み育てられる環境を維持するため必要なサポー トに取 り組む必要がありますが、今後も小児科医、産科医の確保は難し
い見通 しです。

平戸市と長崎大学が連携し、令和 3年度から「国境を越えた地域医療支援事業」を実施しています。長崎大学が育成する発展途上国での医療活動を志す医師の研修及び就業施設を平戸

民病院と行うことで医師の確保を図つています。また、この事業と併せて実施している「ながさき県北地域医療教育コンソーシアム」では、市内の医療機関に研修医を受入れ、地域医

の研修の場を提供することで医師確保の
工助となっています。

急医療体制 (現状・課題)について

つ

平

自治体での取組について

現状 :夜 F日司は」CHO松浦中央病院のみ、日曜日は市内医療機関の輪番制により救急受入が行われている。松浦市域から市外医療機関への搬送は、かつて7割以上が市外
への搬送であった

が、令和2年 11月 の松浦中央病院開設により、市外への蝶送は4割台に減少している。

課題 :」CHO松浦中央病院の開設以降市内医療機関への放急搬送が増加し、周辺自治体からの救急受入要請も増加したことから、市内救急搬送受入の約7割を担う松浦中央病院において

は病床不足に悩まされている。

に、コロナウイルスのまん延に伴いコロナ病床も25床確保 していることも病床逼迫の要因であり、早急な病床増床が喫緊の課題である。

意見 :松浦市から佐世保市の搬送は高度医療の伴うものが多いことから、役割分担として術後の回復期医療は当市で受入れたい考えである。

医療圏域内における救急医療体制の維持・確保に繋がることである為、長崎県におかれては国の提唱する病床削減と
いう考え方にとらわれるこ

松浦中央病院を核とした市内医療機関の連携による地域医療の維持が重要であることから、各医療機関の動向
の情報収集に取 り組んでいる。

医療体制 (現状 。課題)について

いう観点から圏域内での病床数調整など松浦中央病院の増床にご協力をいただきたい。

現状 :各 1か所医院があるものの、産婦人科での分娩ができないことが課題。

医・小児科医 (現状・課題)について

自治体での取組について

このことは、松浦市のみならず佐世保県北

となく、県内救急医療体制の維持・確保と
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■対馬市内の救急指定病院は、島の南部にある『対馬病院』と北部にある『上対馬病院』の 2か所で
'。

当市は、南北に細長い形状をした離島で、海岸沿いと山間部に集落が点在していることから、道路事情と地理的状況により、救急搬送に時間がかかる地域が多
いことが課題です。

■市内において、産科医及び小児科医が常勤している医療機関は、対馬病院 1か所のみです。産科・小児科とも毎週 1回、上対馬病院に医師を派遣して診療日を設けています。

定期受診については問題ありませんが、診療日外に受診したい場合には、長時間かけて対馬病院まで通院せざるを得ません。

また、市内の分娩施設は対馬病院 1か所のみであり、島の北部にはありません。島の北部に住む、妊娠期から子育て期にかけての方々にとって、産科医
・小児科医の不在は不安であ

り、課題となっています。

■①の救急医療体制については、市内7か所の消防署に8台の救急車を配備して運用し、救急搬送時間の短縮に努めています。

■②の小児科については、島の中央部にある市の直営診療所へ、対馬病院から小児科医を毎月2回派遣していただき、診療の機会を提供しています。

■②の島の北部に分娩施設がないことについては、出産予定日が間近な妊婦に対し、対馬病院までの交通費及び宿泊費を助成することで、心理的
。経済的負担の軽減を図つています。

(安心出産支援事業)

急医療体制 (現状 。課題)について

科医・小児科医 (現状
。課題)について

自治体での取 り組みについて

また、輪番制病院事業として、公設の長崎県壱岐病院と民間の社会医療法人玄州会 光武内科循環器科病

院の 2か所で割り当て、夜間・体日に実施 していただいており、民間の医療機関へは運営費の一部を補助 している。

患者の本土への搬送については、 ドクターヘリ、県防災へり、自衛隊ヘリ等により搬送時間の短縮が図られるとともに、福岡市の社会医療法人財団 池友会福岡和白病院所有の
ヘリ

(ホ ワイ トバー ド)でも救急患者を無償で搬送いただいており、本市の救急医療体制に多大なるご尽力をいただいているところである。救急医療体制の課題としては、悪天候時
の本土ヘ

島内で対応出来ない救急等の症例のヘリ搬送については、医師が同乗す
べき時は、島内の診療に影響がでることが危惧される。

については、現状を維持していく方向であるが、精神科の入院施設が 1か所 (民間)であり、措置入院等の急患は島外へ搬送するなどの事案が発生しており、今後、壱岐保健所等と

議を進めていく。また、救急患者の本土への搬送は、
ヘリコプターの有効かつ効果的な運航を行うため、より円滑で効果的な体制となるよう救急搬送に関わる関係機関が引き続き連携

については、地元医師会から医師の同乗については、配慮をお願いしたいとの意見が出ていた (コ
ロナ妊婦の搬送等)。

の救急搬送が課題と捉えている。

内における休日在宅当番医については、壱岐医師会へ委託し実施している。

内において産科 2か所ミ刑ヽ児科 3か所にて診療されている。

しながら運用することが必要である。
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急医療体制 (現状 。課題)について

【現状】

五島市においては、一次医療を民間の医療機関が受け持ち、重症患者については二次医療機関である五島中央病院が対応し、重篤な場合は二次医療として本土地区の医療機関(長崎医

ンター・長崎大学病院)ヘ ドクターヘリや県防災ヘリ等により搬送する体制を整えている。 しかし、福江島以外の離島においては、一次医療
・二次医療の役割を兼ね、 24時間・ 3

65日対応を強いられている医療機関がある。

また、二次離島においては救急時の手段として海上タクシーや船の所有者に協力を求め救急搬送を行っている。

なお、市内の救急当番医療機関は 14機関、二次医療機関は 3機関であると

【課題】

ヘリによる本土地区べの救急搬送者は年々増加しており、住民の高齢化が進む中、救急医療体制の構築が必要不可欠となっている。特に休日
・夜間帯において多様な疾患に対応できる

の構築と、悪天候でヘリによる搬送ができない場合など、限られた環境に対応できる体制の整備が必要である。

また、救急体制を整備していない小規模病院では時間外での救急対応は難しく、救急の受け皿が不足している状況である。

コロナ禍の影響もあり看護職員の離職が進む中、退職後の後補充ができず定員割れの状態が続き、救急医療対応業務も人員が確保できずひつ迫している状態である。

他方、医師・薬剤師・保助看等医療従事者国家資格取得修学のためには本土地区
へ進学しなければならず、そのまま進学先の地域や都市部で就職するケースが少なくない。今後ますま

す進む少子高齢化も相まって医療従事資格取得者の確保が困難となる見込みであることから、離島の医療機関が安定的に医療従事者を確保できるような施策が必要
と考える。

瀬戸内海の例にならい、医療巡回船の運用を検討する時期に来ているのではないか。

科医・小児科医 (現状
。課題)について

【現状】

休日や夜間における初期救急医療については、五島医師会による在宅当番医や二次救急医療である五島中央病院
・富江病院・奈留医療センター、本土地区の二次救急医療機関と連携

し、医療提供体制を整えている。

産科の医療機関は2機関で産科医数は3名 (五島中央病院2名、福江産婦人科医院 1名 )、 小児科医療機関は19機関で小児科医数は2名 (五島中央病院 1名、聖マリア病院 1名 )と

なっている。

【課題】

分娩数の減少傾向もあり、産科医数の 3名は妥当な人数と考えるが、交代がいないため医師の急病など、不測の事態
への対応が懸念される。

小児科医については、常勤医が五島市内に2名 しかおらず絶対数が少ない状況にあり、その中で24時間・365日 の救急対応を行っていただいている。大手不足もあり、夜間や休日

における診療体制が確保できていない状況となっている。

自治体での取組について

・救急患者に備え、24時間の救急医療体制を維持するため、その経費を負担し支援している (二次医療機関への救急医療運営委託)。

・日曜日、祝日 (年末年始を含む。)における初期救急医療体制の確保を図るため、医師会へ委託し当番医制による診療を行っている (在宅当番医制委託事業)を しかし、医師
の高齢化

に伴tヽ、いつまで当番医制が確保できるかわからない状況である。
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西海市

①現在、本市には急性期病床がなく、全救急搬送全件のうち9割以上が、佐世保市・長崎市の中核病院へ搬送されています。また、搬送時間につきましては、覚知から医療機関到着まで

に60分以上を要している割合が半数を超えています。これは全国平均時間40.6分を大幅に上回り、搬送者の救命率や退院後の生活環境、生活の質、健康維持などに大きく影響しているも

のと推察されます。

②現在、本市には産婦人科は無く、妊婦の管理ならびに分娩等は市外の医療機関を受診している現状があります。また、小児医療についても専門医が在籍している医療機関が生件のみと

いうことで、近隣の専門外開業医による診察ならびに市外の小児科を受診することで小児医療へ対応している現状があります。

③上記①、②に加え、医師の高齢化や後継不足等により10年後には開業医が半減するという見込みもあったことから、令和2年度に「西海市医療機関新規開設・承継補助金」を創設して

新築・リフォーム費用、医療機器取得費用に対する助成を行っています。この補助制度において、産科・小児科の場合は指定診療科加算 (1,000万円)を設けていますが、両科の実績は

まだありません。

また、このような中、民間医療法人による救急告示医療機関開設の計画もありますが、これが実現すれば、小規模ながも市内完結型の救急医療体制が構築されるとともに搬送時間の大

幅な短縮につながることから、本市としても開設を支援していきたいと考えています。
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(1)―①救急医療体制 (現状・課題)について

1初期救急医療

【現状】

0こ ども夜間救急医療支援事業

①島原半島小児休日診療事業 (3市 と島原市医師会、南高医師会)→島原病院内小児外来室にで小児の休日における初期救急診療

②諫早市こども準夜診療センター→諫早市小児準夜診療所 (365日 午後8時～11時) (雲仙市民の利用状況に応じた応分負担を諫早市に支払う)
0在宅当番医制

南高医師会の会員による休日当番制で救急患者への診療対応

【課題】

・コロナ禍による発熱外来など医師の負担増

・特定財源として過疎債 (ソ フト)を活用しているが、引き続き財政措置を組続していただきたい。

‖ 二次救急医療
【現状】

0病院群輪番制

島原病院、柴田長庚堂病院、泉川病院、哲翁病院、愛野記念病院、公立小渓温泉病院→平日夜間、休日等における重症救急患者を輪番制で対応

【課題】                                 ｀

・コロナ禍による発熱外来など医師の負担増

・特定財源として過疎債 (ソ フト)を活用しているが、引き続き財政措置を継続していただきたい。

||十  二次救急医療
【現状】

長崎大学病院、長崎医療センター、佐世保市総合医療センター、長崎みなとメディカルセンター

【課題】

・近隣にない。

(1)―②産科医・小児科医 (現状・課題)について

【現状】

・雲仙市内の産科・小児科の医療機関は診療科目として標榜であり、産科については、出産を取り扱う医療機関がなく、市外の産婦人科や小児科に受診する人が多い。

【課題】

,医師不足地域の医師偏在解消に向けて、大学における産科
。小児科の地域医療研修の拡大や、その他の必修科目の一部を地域の医療機関で実施する制度の確立などの研修医の

教育や臨床研修医が地域医療に従事する期間を延長する制度に見直しを図るなどの施策を検討いただきたい。

・地域の小児外来診療及び小児医療に関する研究・教育活動を支援している島原地域小児医療学講座寄附金に対しての財政措置を国や県で検討していただきたい。

(1)―③各自治体での取組について

。大学や医療センターから小児科医師を島原病院に配置し、地域の小児外来診療及び小児医療に関する研究・教育活動を支援している。 (島原地域小児医療学講座寄附金)
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南島原市

長与町
意見などは特にありません。

時津町

①2次救急医療については、長崎医療圏病院群輪番制制度により長崎市、長与町、時津町、西海市(―部地域)を圏域として、輪番病院の輸番日を予め設定し運営している。1次救急医療

については、、休日在宅当番医制度により運営している。町内には産婦人科や小児科の数が少ないが、年間を通して大きな総合病院等で診療できるため、特に大きな課題は生じていない。

②本町では産婦人科1診療所、小児科3診療所が開設されており、同じ医療圏である長崎市及び長与町からの来院者も多いが、本町から近隣市町の産婦人科医や小児科を利用する方もい

るため、現在のところ不足するなどの苦情などは寄せられていない。

③救急医療については、3カ月に1回程度長崎医療圏病院群輪番制審議会を開催し、課題を共有した上で、問題点を協議している。

産科医・小児科医については、長崎医療圏内における課題の下つとして、長崎県医療政策課へ診療所等開設の計画に記載していただくよう要望している。

東彼杵町

①救急医療体制 (現状・課題)について

救急搬送についてはヽ佐世保市地域広域圏消Fノ寺事務委託協定に基づき、町内に出張署が配置されていることもあり特に課題はありません。

救急医療に関しては、町内に2次救急医療機関がないものの隣接市町 (大村・川棚・嬉野)全てに国立医療センターを中心とした医療体制があることから特に課題を感じておりませ

ん。

②産科医。小児科医 (現状。課題)について

いずれも町内に無いため特に小児科医に関する町民からの要望は常に存在しています。

そのため受診には隣接市町 (大村・川棚)まで通院を必要とします。

しかしながら町の規模、対象児童数からしても誘致は難しいということと、生活圏が大村・川棚・佐世保・嬉野ということから考えると、通常の通院に対する負担感はそこまで大きく

ないと考えている。

F花
畳揆な最亀
:塚
ξ:送手ませ

ti
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川棚町

①救急医療体制につとヽて

【現状】、

。独立行政法人国立病院機構長崎)|1棚医療センターが救急患者 。救急搬送を受け入れている。

・佐世保市救急搬送情報共有システムによる搬送システムを活用している。

・休日の医療体制の提供については東彼杵郡医師会に委託し、在宅当番医を設けているも

【課題】

・町内の医療機関において専門医が不足しているため、居住地域以外の医療圏に搬送されるケースもあり、住民の負担が大きい。

②産科医・小児科医について

【現状】

・町内には産科医 (19床)が1か所あり、人口規模的には充足している状況。当該産科医において今年度から産後ケア事業も実施されている。
・町内に小児科医院がなく、内科医院 (1か所)力Ⅵ 児ヽ科医と提携し、週に2日、小児外来を実施している。

【課題】

・産科医については、現状においては特に課題・問題点は把握していない。

・小児の救急搬送や入院の受け入れ可能な医療機関がない。また小児外来を実施している医院でも健診等については対応困難となっている。

③ 【課題解決の取り組み】

① 救急医療体制については、地域医療支援病院運営委員会において、救急医療の受け入れ体制の確保等について要望を行っている。
②-1 産科医については現状における課題は把握していないが、日ごろから産科医と意見交換を行い、課題や問題点の把握に努めている。

②=2 月ヽ児の健診の際には、長崎県の小児科医師派遣制度を活用している。

令和2年から川棚町医師確保事業を実施し、町内での開業又は町内の医療機関で就業する医師に対する助成を行っていると

波佐見町

③救急医療体制について

・需要と供給について、現状の把握はできていない。

・課題について、今後の佐世保市との情報共有を通して明確にしていきたい。

②産科医 i小児科医について

。産科は町内にないため、近隣産科との連携を図つている。

・小児科医の確保は課題である。

③取り組み

・休日当番医や佐世保市急病診療所の周知
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小値賀町

①小値賀町では小値賀診療所が唯―の医療機関であるため、島の地域医療を担いつつ、近隣病院や本土病院と連携や支援を受けながら救急医療にあたっている。

島では医療資源が限られているため、本土病院への搬送が必要不可欠である。

引き続き病診連携の体制維持が必要です。

②小値賀町では産科医がいないため、出産については佐世保市の本土病院へ通院している。

そのため、本上の産科へ定期検診に出かける際の船賃及び出産に備えて本上に滞在する際の宿泊費用を助成している。

小児科についても専門医がいないため、子育て世代の親からの要望もあり、毎月 1回小児科専門医を招へいし、小児科外来を実施している。

その他( 1歳 6ヶ 月児・ 3歳児の健診の際に上五島病院から小児科医師を招へいしている。

課題として小値賀町では産科医を確保することは施設的にも出産件数的にも難しい。

③現在、常勤医師1名 と週3日 の応援医師1名で診療に当たっているが、救急対応や医師の体暇確保の面からも常勤医師2名体制を図るべく、関係機関と連携して確保に努めている。

また、診療所施設が老朽化したこともあり、新たに診療所を建設し、地域医療の拠点として整備を図ることとしている。

佐々町

急医療の体制としては、3市 1町 (佐世保市・平戸市・松浦市・佐々町)の病院群輪番制を協定させていただいております。

なお、本町の救急は基本的に佐世保市の医療機関 (北松中央病院)に受け入れていただいており、受入れが難しい場合は、平戸市の医療機関 (柿添病院)へお願いしている状況です。

町の医療機関にもご意見を伺っておりますが、産科医においては、夜間など時間を問わずに受け入れる体制や看護師・スタッフの確保が必要であるため、出産数の減少、医療従事者

の高齢化などから、今後、個人病院ではさらに難しくなってくると思われます。

このため、個人病院で妊婦健診や婦人科外来を担い、産科は大きな医療機関が担っていただくことも考えられますが、出産に係る通院距離などから、地域の産科医の必要性は高いと思

います。  ・

小児科医においては、新型コ甲ナウイルス感染拡大により、発熱外来の受入れで、現場はひっ迫している状況です。

コロナ禍の現状を如何に乗り越えていくかが課題となっております。

自治体独自で医療機関の課題・問題を解決するのは難しいですので、西九州させぼ広域都市圏連携事業等において情報を共有しながら取 り組んでいく必要があると思います。

新上五島町
見などは特にありません。
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資料 5-1

令琴B4年度「長崎県・市町連携会議」

移動理由アンケートの

分析結果と活用について

令和 4年 8月 31日

長崎県政策企画課

■E移動理由アンケートとは

移動理由アンケートの目的

転入・転出の理由等を調査することにより、社会動態の状況が五ビデ
ンスに基づいて、より正確に

把握・分析することが可能になり、効果的な人甲減少対策に繋げる

移動理由アンケートの調査内容等

・令和3年 3月から、県い金21市町の協力のもと転入・転出の手続きの際
にアンケート調査を実施

・回答データは、県で集計のうえ県及び市町で独自に分析

I

■県外への転出者に対しては転出背景 (県内に希望す
る業種がない 等)

日県外からの転入者にメましては長崎県出身着か否か

※令和4年 3月分からは、転出者の長崎県出身か否か、転入者の転入
の背景 (素8青らしい自然こ

口移動理由 (就職 ,転勤
む転職・進学・結婚など)、 移動先での動め先業種

景観があつた 等) についても与巴擢可能

※これまでは把援が田増魁つたもの主なアンケート項目
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■E移動理由アンケートとは
移動理由アンタと卜の集計結果について        t

・ 令和3年 3月からと2月分を年間集計分として、令和4年 5月に、基本的な集計表・グラフと

個票ディタを県庁各部局及び市町と共有し、独自分析等への活用を要請済  `

(集計者どうl)県外からの転入者 5′ 594人 (回答率 270/o)、 県外への転出着 7,250人 (回
答率 270/o)

県内からの転入者 9,313人 (回答率 S20/o)、 県内への転出着 6,と61人 (回答率 350/o)

※なお、回答率については、市町ごとに差が生している鶉犬況      
′          、

・ 令租4年 3月、4月分も集計中であり、今後共有 (3,4月分は年簡の社会移動の約
4割を占める)

移動理由アンケィ トの分析結果と活用について

・ 県においては、続計課及び政策企画課が分析を行い、移動理由アンケ
ートだけで裕く、長崎

県異動人口調査をはじめ、他の多くの続計データ等も交えながら、男女別、年齢別、理由
・

背景別など多角的な分析を実施

・

騒 駅 尼試

Hこ説明のうな 翻 熱 締 うなよ 活用に向けて

r]丁
協誹 鶴 の

山

|| 〔男女別〕長崎料の社会増減の推移 (日本
人、県外移動)

I

(人 )

と,000

0

△と,000

△ 2,000

ム 3′000

△ 4,000

△ 5,000

′、6′ 000

△ 7,000

r、 8,000

ぬ 21S38

ト

ー

‐

△3,185

男性

弱女懲t

理ロナウイルス感増症拡大

H27   H28   H29   H30    Rl    R2    R3

△ 2P571 △ 2,4■ S

2,929
△ 3,186

△ 5,601

出典 :長崎県 r長崎県異動人口調査」

社畿出 減の R2′R3鈍様

男`性 R2△2,571人 ⇒ R3△ 2′415人 (キ 156人 )

女性 R2△ 2′929人 ⇒ R3△ 3,186人 (△ 257人 )

女性の方が男性よりも社会淵が大きい

令和3年は男女の社会淵の格差が拡大

移動理由アンケートを用いて

様々な視点で分析可常協

(例 :男女別、移動理由別分析)

I

議――
や

△ 5,723
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|| 〔,考〕令和 3年 長崎県の社会動態 (年齢階級別の推移)社会増淵
(真数)

I

ユ09

4.2∞

■ 100

ユ 600

と a∞

▲ lβOC

r11,P00

とゝ lttЮ C

B舞壮

H女性

E瀬
lt 75

`04機 '

い い

▲98

注●与 II
I′ 4ヽ,1

ri 303

令和3年 における峯齢階;及別、男女身1、 社会増滅

令和3年 年齢晴4服用Jの社鉗 鴻の男宝比較

高卒時 iS～ 19歳 男!隆 (△と,022人)>女性 (△911)
大卒時 20～ 24臓 男J性 (△ 960人)く 女I陛 (△ i′292人 )

高齢鷹 6S繭以上 男t隆 (+46人)く 女ll生 (△ 303人 )

(袖劇淵が大きい年齢田l観 )

・15～19織 (高卒時)、 20～24編 (大卒時)

(男女趣が大きい年齢隠級 )

・20～24歳 大卒時及び高卒者の離脳など
・65繭以上  定年退職以降
であることがわかる。

蔦革秦 大事路 室華薫韓

口

騨
■
■ 担

騒

“

一

ど 44う

注 ュ,022

ムl,92

(争 iSt, (1う 1`'掟 J (を ,・241''(24 
“
t'(4S・

“

A'(`3患 ユエ)

出典 ,長鴻県 F彙崎曝農勤人口l贈歯J

〔

'考
〕令和3年 農崎県の社会動態 (年齢H雪級別の推移)転入種数・転出書敬 (翼数)

【実敵〕令和3年 における年齢踏織別、す
'女

別.犠入放

B男途
中∞  、女性

薔秘 薔:｀哺自
れlli

I∬ E憑
tOこ衰

'  (314ミ
J  tia″ 1,4二  (!け ,4衰

' t'1‐ “
登, (4と い貴〕 (6う ,政 ,上

'

【賓すた〕冷和3年 における筆齢鶴 別、男女別、転出散

ぃ男性

3す000 Ⅲ女性

ェ,大豪
1

`ぅ

o大患
|

鷲 I再困 1盪 薔E

579人避 (男性と′063人、女性484人 )

69フ大基 (男性2′309人、女性とr612人 )

690人差 (男 f性 2′ 085人、女性と,395人 )

36S人連 (男 1隆 3′ 269人、女I進 2′ 904人 )

(穣入書数 )

・15～ 19縮の男支潅

・20～24歳の男女差

(積出書数 )

・15～と9歳の男女差

・20～24歳の男女差

(社会鴻が大きい年齢園級の転入・転出の差について )

・13～19編の男女差は、糧出の方が大きい

(男性の転出が多いことが主要因)

・20～24艤の男女差は、転入の方が大きい。

(女性の転入が少ないことが主要因)

※輸出については、6S議以上の年齢階級以外は男性が上回つている。

※年曽1階級の区分の幅が異なるため、年齢階級ごとの比較には注意

出典t員鶴県 r長崎県棄動人口調査」
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■ t鮒矯 脱紙露こ跳Jツプ,レ欽・割合 (金年齢)
4,300

4,000

3,SOO

3,000

2,500

2,000

と,S00

1,000

S00

0

男性 (n33896)  女性 (ng33B4)

●倣 家族ンヽ、(「,盤・措職が藤 (女 性 〉

と破黒ぬに素鷲する蕪絶'職種 ●県内に希せ墾する業種・職種がない 21,40/o
証4鶴ぅ、らのl快人妙ない  。矢B識や技能を活かしたい     14,10/c
霞o副雛韓能を落かしたい  .都会への1選れがある       と1160/o

:30160/o

125170/o

・家族の者8合 :12110/o

・進学   :11.30/o

く女性〉

・家族の者B合 :29]20/o

・翻       :241?O/o

,逸学   :13j00/o

・転職   1 9・ 80/o

■

(男性 )

↓県内に希望する業種・職種がない 2St60/o

・知識や技能を活かしたい     16,70/o

・都会への腟れがある       フ,40/o

'4郁 ニド 
‐

男女ともに「県凸に希望する業種・職種が

ないどの割合が最も多い

囃
・転動
棚

(

■ t鋼鮮脇締鵬ユ璃屋躍県外への転出者のサ),プル数・割合 (全等齢)

■9&家族の都合

Lとo:その他

Bo鋭住宅都合

口08:介護看護

Bo狩療養入所

B oa結婚

■o翫進学

Ⅲ04退職

露03:転職  ,
畑02:転勤

■04就職

aO働 :素需入

B08:特になし

●●,そ命他

ｍ

９００

醐

釉

ｍ

卸

ｍ

ｍ

和

Ш

0

Ⅲ021啜 内にない単碧H寄で学びた

。o“と,,■^め絶れがある

1ノ ll1 1'プ十}

2f,ア勁,1,001

就 聴

家族の再Ⅲ台

ド|!デ イ,|1/i｀

242γ .′ B13

ア4`ケ缶,74

特 にな し

毯0合へのlαれ ,l｀ある

116ツ ,,94

男性(n4∞引 女性{n=81ヨ 〕
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■ t鋼紺脇締鵬F璃屋塊県外への転出者のサ】′プル傲・割合 (全年齢)

Ш

蜘

鰤

瀬

鰤

期

ゅ

鯛

２ω

鰤

■I予その他

●1を子′ム猜 (ll篠

'テ

lス茶,

こIょ 玄ヽ′霧
`苺

霊撼
'

810(4柱豪

“

∞ギ警エ

"08,恋
魏奉 伊方要

Ⅲo■連亀,
●〔】|:電 気 ガメ ,J離蕪
B05;津 t'算

04:言清黙 嵌'資 サービス柱
gO〕奇ltt'売 葉 (小売案 t,売 葉,

弾o,■身k極篠森 【マユコミ関 :`4↓ 】

“

01,製避華

(男性 〉

・製造業    27.00/o

・情報通信業 10,50/o

,建設業   フ.90/c

(女性 )

,医療業

・商品販売業 (卸売業・小売業)

・製造業

26,60/o

9`60/o

8,50/o

0

男性(nヨと093) 女性(n・ 813)

學,2ツ。,,99

男性は「製造業」、女性は「医療業どの割

合が最も高い。

く男性〉

・転勤 :36.00/o

・れ停職 :16=50/o

e囀騨職 :13.70/o

■  ど露理縦弓誘話急島
卜R3D3～ 12月集計〉
別〕県外からの転入者のサンプ)レ数・郵合 (全年齢)

4,500

4,000

3,500

3,000

2,500

2,000

生,500

1,000

500

0

■9&家族の著卜合

苗lo:その他

J o9:住宅都合

日0駐介護看護

a071療養入所

「
oattЯ蒼  を
E OS:進学

04退職
磯03:転職

a02:転動

■ol:就職

く女性 〉

・家族の君B合

e ttM哉

・ 韓 謝 畿

37.80/o

13.20/o

9,50/o

医療業

公務とミ Ⅲ3i4′

キP,イ ぉぅЙL 69

上()|ケ , メヽ‖

;/8′ i下 1ヽ'||

家族の書B合

男性 (鮮3262)  女性 (ng2332)
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■ t鰐賢9誘瀬諭Ⅲ魂篇紺と理叡とする県外からの転入者のサン`プリレ数・割合 (全等齢)
瑚

躙

細

蜘

畑

拗

4′ )

●ol:基(4楽

υ夕…ンtnE273〕     1夕 ~ン (n彗 159)

胸帝景
｀
隷 ぶミ礁 澁与鰯 島逮電毯急

長崎号出身者

(Uターン )

・製造業       15t40/o

・建設業       11170/o

・公務員 (自衛隊以外)8180/o

(Iターン )

・製造業        25180/c
・宿泊業、飲食サービス業 8120/o

D公務員 (自衛隊以外)  7.50/o

男性は、UIターンともに「製造業」

の割合が高い

(Uターン )

・医療業          33160/o
・福祉業          フ・60/o

・商品販売業 (小売業、卸売業)6170/o

(1ターン )

。医療業         26.30/o
・製造業         15180/o
・宿泊業、飲食サービス業 15,8雅

女性は、UIターンともに「医療業」

の書」合が高い

毒091末窟入
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●
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`〕
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ピλ兼
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`売

案

'

痺0ユ子情確、機{君繋 (マ ス象 Bヽll係合

麟
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能入

●1,そ の砲

`12塗
湧 (回 鶴障以外】

ぃと■公務 (自 節鱒

観」0,穏こ案

ぃoo:霞靡慕

心OB:雀離秦、9堕黙

o wi撃柱謀

“
l,6:佗 霊、ガユ 求至凛

ぃos:霊畿牽

041触 i苗寮、球査,一 ビス黎

網o,翫品V″群
'小
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“

、11先 葉)

い021帝《自億薬
`マ

ス封ミ隠t子奮

■)
ぃol:H逮 華

0

■t翻賢9翫1亀研魂篇創基理報とする県外からの転入者のサンプル数・割合 (金年齢)
ｍ

ｍ

・ω

８０

６０

４０

２０

趣ィa稲,速

0

uタ ーン(ぃ軍119,      1夕 ~ン (n諄95)

脇た恥勇ζt隷 ぶξ総 油I靭 嵐逮電毯急
長崎県出身者

ク5Fi'

憮歳凛
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■ 1編I超解塩縄躍蹴 勤ね
〔
幣 錦
齢階級冴ll〕

■uタ ィン タ

26.0%′

(uターシ〉

・25～29歳

・20～24歳

(1ターン )

。25ハΨ29歳

・30～34歳

26.00/o

20,90/o

28,60/o

16,80/o

２０

００

８。

∞

４０

２０

28,6%,72

16.39る ;6S

214%154

増重
年齢

分析

これまでの分析 (移動理由アンケート実施前)

年齢別・男女別の転出入の伏況や転出入地域などを

踏まえ、ターゲットを絞り人口減少対策を行う。

電 醍 継 の男女とと較では、18歳の高卒時でlよ男性の

方が多くt22満の大卒時では家性の方が多い。

・全年齢でみると、福岡県、東京都、愛矢a県などへの誓

出の割合が高いことが分かる。

UIターンともに、大学卒業から数年

たった25～29歳の者が r穣職」を

機に転入
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■ 移動理由アンケ
ートの活用方法 出身

冑景
娼
魚
摘
“

韓
強

工■

強
由
移
Ｈ

輔
分析

麟
難

外
内
颯
颯

地重

性鵬
性閉

I
I

彊

これからの分析 (移動理由アンケ
エト実施機)

移動理由や背景などが把握可能となり、分析の深みが増し、

より効果的な人口減少対策の立案に活用可能。

薄解離 量掌鐵隷 、:緊潔却催」

塁齢 鰐 鶏電 !て

の惰幸晨離 翻 ヒ

Ⅶ H
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長崎県における関係部局の施策への活用及び検討内容

移動理由アンケートの活用に向けた検討例

■転職検討者 (特に25～29歳の高卒・大卒就職か,離職する年齢層)に対し、県外居住者からの就劇隅談の窓

口等め関係機関と連携した移住者の就職支援について更なる強化を図る【移住担当部門】

・を鍵票角寒建穣寛モ亀息雪挫ちF聾旅と査岳3客空写
方色策注ターダツHこ PRし、県夕席土イ主の子どもや孫
…ン促追を図る 〔移住担当部門】

・撃翻係魏溺趾ゴ所氣譴ゴと認警瞥鵡総鞘蛹せ綿 込崖扁苛認筋)η虫距な発濯茫砦積宅事螢陰
｀

き取り組みを図る 【雇用労働担当部門】

口
籍θ瑶竪看冶ヨ認まとr錐なこ卦をと甚畠g訊駅濡娩識壊剥鰭g蒼争i鳥経撃夢ェ辮

)

移住相談会への呼び込みの強化を図る 【水産担当部門】

■「商品販売業」とは具体的に何を扱う業界なのか、今後調査・分析が必要 【女
t性活躍担当部門】

蠣種軽轄罐→翻黒享
細鍵どち群甥端圏伝覧置盟百蘊峯

｀

■1今後の課題 (人口
・浦′♪対策への活用に向けて)

1田 回答率の向上

>より効果的な人口減少対策に活用するためには、高い回答率が必要であり、

市町においてもその必要
1性を認識し回答率の向上に協力ぃただきたい

>また、移動理由アンケートの趣旨をご理解いただき、回答率を向上させる

ためには、県・市町の人口減少対策への活用・広報も極めて重要

2Hアンケート項目の見直し

>移動理由の青景等を深堀するために、今後も項目の見直し・改善を検討

3.他の既存データとの組み合わせ等による詳細な分析

>データの利活用と施策への活用の両方について、県からも支援を実施
I
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資 料 5-2

令和 4年 9月 1日公表予定

統   計   課

移動理由アンケート令和 3年 3月から12月 までの集計結果について

【移動理由アンケートとは】

O 移動理由アンケートlよ、令和3年 3月から県内豊 21市町と連携し、転入・転出手
続の際に、窓口で実施している県独自の調査

O 移動理由アンケートは、転入椰転出の理由等を把握するものであり、これまで推測
していた内容を客観的なデータで確認 `分析が可能

【主な調査項目】

O 移動の理由 :就職、転勤、転職、退職、進学、結婚 など10区分  ,
O 移動先の動め先業種 :製造業、情報通信業、医療業、福祉業、公務 (自衛隊)、 公

務 (自衛隊以外) など13区分
O 県外転出の背景 (転出票):都会への憧れ、知識や技能を活かしたい など8区分
O 長崎県出身か否か (転入票):長崎県が出身地か、県外が出身地か

【集計結果概要】

O 令和3年 3月から12月の移動理由アンケートの集計者数は、転入で 14,907人～
転出で 13,411人であり、住民票の移動者数に対する回答率は、転入で 39%、 転出

で 30%と いう結果となつた。

区分
移動実数

X長崎県異動人口調査から
アンケート集計者数 回答率

県外
転入 20,368 5,594 27%

転出 26,457 7,250 27%

県内
転入 17,899 91313 52%

転出 17,821 6,161 35%

総数
転入 38,267 14,907 39%

転出 44,273 13,411 30%

1
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1.移動理由別の県外移動者 (男ネ別.年代別)

【転入】

男女別にみると、男性は「転勤」が最も多く、次いで
「就職」、「転職」、「家族の都合」、

「退職」の順、女性は「家族の都合」が最も多く、次いで「就職」、「その他」、「転職」、「転

勤」の順となつている。

移動理由別の県外からの転入者 (勇女別)

i000%

900%

800%

700%

600%

500%

400%

300%

200%

100%

00%

a98:家 族の都合

●lo,その他

鋼09:住宅都合

B08:介護看護

■07:療養入所

麟06:結婚

日OS:進学

04:退職

盛03:転職

目02:転勤

■ol:就職

菫未 言己入

騒60歳以 上

日 55～ 59歳

颯 SO⌒ヤ54歳

■45～ 49歳

顧 40´-44歳

田35^-39歳
!30～ 34歳

瑶 25´-29歳

醸 20´-24歳

口 lsヽ19歳

011男性 02:女性

年代別にみると、「就職」は男女とも 20～24歳の区分で最も多く、男性では就職による

転入の約 5割、女性では約6割を占めている。「転勤」は男女とも各年齢で一定の割合が存

在している。「転職」では男女とも 25～ 29歳の区分で最も多く、次いで男性は 30～
34歳、

女性は20～ 24歳 となつている。

就 職 。転 勤 ・ 転 職 に よ る 県 外 か らの 転 入 (年 齢 区 分 別
・ 男 女 別 )

■000%

900%

800%

フ00%

000%

500%

400%

300%

200%

■OO%

02:転勤

o■ :男 性

02:転勤

02:女 ,生

03:転職     0■ :就職

2

％

％

1(li/

家旅の背卜合

点ね́υノ打卜r｀ i

,I….そ J珀 |,

らしX

4 CX

凱6% 転職
B4% 転勤

Ij´ 、 テ軌耳首比

4・づ%
′′ツ,

30%
ユ0%

二」J ユ,3

′`:%

314%
4 3ワイ,

82%

eig堵
36%

′ア%

1l S塊

■0.3%

16■ 。

`

25-29‐

B4.0。/9

606銘

■2_4%

2o n%

2■ :ξ鴻考

24藤

33.「,'/c

■95%

00%

o■ :お眈職
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:蕪輝慇遜も甥|｀艤写鞘懲li:撞撃li

移動理由別の県外への転出者 (男女別】
1000%

900%

80,0%

70.0%

600%

う09%

400%

300%

200%

100%

H98:家族の著呂合

口lo:そ の他

室09i住宅都合

J b8:介護看護

出67:療養入所

醸06:結 婚

E05:X圭 学

04:,1ヨ輝義

霞03:申五職

韓02:転 勤

B ol:就職

ol:男性                。2:女性

20～ 24,歳の区分となつている。

就聯・転動・転職による県外への転出 (年齢区分別 '男女別 )

OO%

100 0γo

900%

800%

700%

500%

400%

300%

100%

露 昭

600%

日本記入

B60蔵咲上

鍛55～ 59歳

H sO-54歳

H45～ 49歳

口40～44歳

薔35～ 39歳

日30´ψ34方免

25～29歳

導20～ 24歳

担15～ 19歳

田00~14歳
200%

00% 爾
ol:就職

女性は転入 口転出ともに「家族の都合」での移動が 3～ 4割 を占めていることから、配

偶者の仕事の都合などに影響を受けていることが伺える。

02:転勤

ol:男 性

03:転職 o■ :就牌F 02:転勤

02:女性

03:転職

3

IⅢIル
',I格
子.

ヽ1%

jt ll,

走学

転職

崩IH説

918%

69'ンЬ

15■ 9歳
16二%

20-24

,02“

11′比
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2.「就職」を理由とする県外からの転入者
口県外への転出者 (男女別、業種別)

【転入】

男性をみると、「製造業」が最も多く、次いで「公務 (自衛隊以外)」 とな
つている。

女性は、「医療業」が最も多く、次いで「公務 (自衛隊以外)」 となつている。

就職を理由とする県外からの転入者 (男女別、業種別)

ol:男 性 02:女 性

【転出】

男性をみると、「製造業」が最も多く、次いで「情報通信業」となつて
いる。

女性は、「医療業」が最も多く、他は多種多様となつている。

就職を理由とする県外への転出者 (男女別、業種別)

1000%

90.0%

800%

70,0%

600%

500%

400%

30,0%

200%

生00%

0,9%

1000%

900%

800%

700%

600%

50,0%

40,0%

300%

2009/o

10.0%

00%

頭99:未記入

■13:その他

■12:公務 (自衛隊以外 )

■11:公務 (自衛隊)

■生倣福祉業

隠09:医療業

E03:金融業、l崇険業

■071運輸業

E05t電気、ガス、水道業

■05:建設業

o生宿泊業、飲食サービス業

霞03:商品販売業 (小売業、多p売業)

露02,情報通信業 (マスコミ関係合む)

■ol:製造業

議99,未記入

■13,その他

B121公務 (自衛隊以外)

B笠 :公務 (自衛隊)

B生儀福祉業

盛0針医療業

Bo&金融業、保険業

B07:運輸業

Bo&電気、ガス、水道業

■05:建設業

04:宿泊業、飲食サービス業

誘03:商品販売業 (小売業、坪売業)

離02:繭報通信業 (マ スコミ賀係合む)

l ol:製造業

4

121イ ,

十■協 (Ⅲ l管 iふ 1大・4)

95%

13サち

7よ%

169%

6.3%

ζ与冷
3S%
461考

k々■ I:階はぃてぃ
′O%
(,ノ%

医 療 業

21.y%

20596

8,1%

3%

4イ |1業
ノイ)`!″ .

61。/o

ヨ91/。

5.2%
23。/f

RI,ウイ

齢
　　
肘　珈出朗
　
は　　　靭

177%

∴点,`

イア砿

i(1,

医療業

26帝騒

製ri半

ブ′()'ト

6.e/o

情報通イ言葉
lC 5‰

90%

与為銘

おちイ

oll男性
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3.移動理由、転出先地域別県外転出者

県外への転出について、転出先の地域を見ると就職、転勤、転職～進学など大半
の移動

理由区分で、東京圏 (東京、神奈川、埼玉、千葉)及び福岡県で5割程度を占めている。

就 職 ・ 転 勤 ・ 転 職 ・ 進 学 に よ る 県 外 地 域 別 転 出

(男 女 計 )

■00.0%

90.0%

80,0%

70.0%

60.0%

50.0%

40.0%

30,0%

20.0%

iO.0%

O.0%
o■ :就職   02,転 勤   。3:転 職   05:進 学

男女別に見ると、女性が福岡県へ転出する割合が男性に比べて高く、特に就職による転

出において男女差が大きい。

就 職・ 転勤 ・ 転 職
。進 学 に よ る県外 へ の地 域 別 転 出 (男 女別 )

100.0%

99:者5道府 県

地 域 盟 不 明

置 03:そ の 他

田 02:福 岡 県

■ o■ :東京 圏

90.0%

80.0%

70.0%

60,0%

Ь00%

400%

30.0°/o

200%

■0.0%

99:者EX圭ア子ザミ

地 域 閣不 明

爾03,そ の他

零02:福 岡 県

田0■ :ラ慕京 圏

o■ :男 4生  02:女 4生

ol:就職

o■ :男 4生  02:女 1生  。■:男 1生  02:女 '隆

02:目騒動          03:転 職

5

0■ :男 4生  o2:女 4生

05:進 学

52.6%

26フ %

Zく
'('ン

)

42.0%

]f,3%

フa ッゥふ

40廷と。/。

1そう()ツ ,

42.3,る 44_ア%

3730/。

1′  /ウイ|

lt'|)イ亥)

0%

251

()Iテ】 1116.イ

BS.

1ノ
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i 1ノ 岳ア,

42.1

0.0%
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4.移動理由、転出の背景別県外転出者 (男女別、年代別)

【就職】

男女別にみると、男性は「県内に希望する業種
B職種がない」が最も多く、次いで「特

になし」、女性は「県内に希望する業種
B職種がない」が最も多く、次いで「その他」と

なつている。

就職による県外への転出者 (背景別 B男女別)

100,0%

eo.o%

800%

700%

60`0%

50.0%

40.0%

3010%

20.0%

100%

0.0%

知

する業種・

た い
したい

集 計

“

99:未言己み、

■08:特 になし

■07:その他

田06:家族への介護・看護が必

要
■05:県 内に希望する業種・職

種がない

04:仕事か らの収入が少ない

裁03:知識や技能を活かしたい

諷02:県 内にない学部等で学び

たい

霞 /1＼ 言己入

H55～ 59歳

■ 50-ツ 54テ寂

■ 40～44歳

■ 35～ 39デ幾

30´V34妨免

露 25～ 29,幾

選 20´ヤ24歳

日 ■5～ ■9歳

ol:男性 02:女性

年代別にみると、男性・女性ともに「県内に希望する業種・職種がない」は 15～24歳

の区分で最も多く、その区分で、金年齢階級の約9割を占めている。

また、男性口女性ともに、「知識や技能を活かしたい」も一定割合存在している。

「県内に希望する業種 B職種がない」を背景とした県外への就職者 (年代別
B男女計)

生CO.0%

90,0%

80.0%

70,0%

60.0%

500%

400%

30.0%

20.0%

■0.O%

O_0%

6

256%

61%

特 に な tr

205イお

163%

05%

44%

138%

11%

214%

そ,)イビl

ブ12%

■〔ュ.ア u/。

24%
74%

■4.■%

26%

116%

260%  15ヽ′19歳

フ.2%

624%

20～ 24歳
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【進学】

進学による転出を年代別にみると、男性
B女性ともに15歳～19歳の区分で最も多く、

男性で約7割、女性では約8割と大半を占めている。

進学による県外への転出者 (年代別・男女別)

■00.0%

90.0%

80.0%

70.0%
■ 未 言己入

■ 50-54歳

■ 40～ 44方寛

日 35～39歳

■ 30-34歳

25-29方霊

衛 20～ 24歳

嗣 ■5～■9歳

■ oo⌒ツ■4歳

60.0%

SO.0°/o

20.0%

iO.0%

0.0%

ol:男 4生 02:女 4生

男性い女性ともに r県内にない学部等で学びたい」が最も多く、それ以外
の背景は多種

多様となつている。

進学による県外への転出者 (背景別 “男女別)

1000%

嵐99:未記入

800%
■08:特 になし

隅07:そ の他

口05:県内に希望する業種・職種がな

700%

50.0% もヽ

04:仕事からの収入が少ない

40.0%

30.0%

60,0%

300%

200%

90,0%

400%

森031知識や技能を活かしたい

m02県内にない学部等で学びたい

■ol`都会への憧れがある
10,0%

02:女性

7

2■ .■%

15～ 19歳

73_2%

■2_■%

15′
ヽ́19 歳

84_0%

県内 にない

学部等で学

ぴたい

3.9°/o

389。/。

157%

619ム

A6.イ

県内にない

学部等 で学
びたい

3泌%

6814%

1440/っ

30%
(〕 ノ4

00%

ol:男性

60



5.「就職」を理由とする15～24歳の背景別県外
への転出者

就職を理由とする男女計で 15～ 24歳の県外
へ転出する背景をみると、「県内に希撃す

る業種 B職種がない」と「知識や技能を活かしたい」で約
4割を占めている。

13歳 ～ 24歳 の就職 による県外転出の背景 (男 女計 )

1000%

900%

800%

700%

600%

50.0%

400%

399%

200%

生0.0%

00%

爾09:未記ヌ、

H08:特にな し

■07そ σ)イ也

目06:家族への介護・看護が必要

“
05:県 内に希望す る業種・職種がな

い
04:仕事か らの収入が少ない

鶏03i欠日識や技能を活か したい

臨02!県 内にない学部等で学びた tl

口o■ :都会への憧れがあ る

鬱99:未記入

口08:特 になし

■07そ の他

■06:家族への介護・看護が必要

■05:県内に希望する業種・職種がな

い

04:仕事か らの収入が少ない

涙031矢日識や技含ヒを,舌かしたい

畠02:県内にない学部等で学びたい

■ol:都会への憧れがある

集計

男女別にみると〔男性は「県内に希望する業種
B職種がない」が最も多く、次いで「特

になし」、「知識や技熊を活かしたい」の順となつている、

女性は、「県内に希翠する業種
雪職種がない」が最も多く、次いで「その他」、

「特にな

し」の順となつている。「知識や技能を活かしたい」と回答
している女性もT定割合存在

している。

15歳～ 24歳の就職による県外転出の背景 (男 女FJ)
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100%

00%
02:女性

I;ミ ドIに 希甲する半和・職11が
′it｀    ″46ウ t,

49%

クo(メク乞

活かしたい
163%

「,.6%

牛|十 ュ々it
20('1ん

県内に希望 ける

業樽 職オ言iがな ′ヽヽ
フ6ク %

〕4′ ネ

県広It学 希甲 する

業′F尋 `職構がなく,
228%

4生。/。

生

`〕

(11イ .

■●111

,9 'ケイド

1,it 4kt

8j髪 .

次報識や機能を洒か
.た
い  17_'%

!ノ 6″ )

1知識や技能を活か

たと、  14,6つ
/。

ol:男 性
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移動理由アンケー ト (令和 3年 3月から12月 までの集計結果)サンプル数

<表 1>県外からの転入者数 (男女別、年齢階級別、移動理由別)

転入

資料 5-3

単位 !人

性別/年齢階

級/移動理由
Dl:就職 02:転勤 03:転職 04:退職 05:進学 06:結婚

07:療養入 0&介護看 0徴住宅者B
10:そ の他

98:家族の

都合
合計

01:男性 539 1,174 446 299 13G 39 6 3と 45 219 32E 3,262

oO～ 14歳 1 1 0 0 15 0 0 0 0 6 27E 30a

15～ 19歳 4g 11 6 12 10C C 0 0 2 20 12 211

20～ 24歳 269 135 72 70 1こ lC 1 2 49 4 634

25～ 29歳 78 226 107 44 3 13 C 0 7 20 7 505

30～ 34歳 25 16g 84 24 1 7 C 3 5 24 10 351

35～ 39歳 16 150 54 19 1 5 1 1 3 18 4 272

40～ 44歳 16 145 32 18 0 3 0 1 0 lC 231

45～ 49歳 20 142 31 14 1 0 0 1 3 7 222

50～ 54歳 lg 109 22 16 0 0 1 7 1 4 18〔

55～ 59歳 12 61 19 17 C 0 1 5 3 6 126

60歳以上 24 15 15 59 C G 2 11 12 48 3 189

未記入 12 11 4 6 2 1 C 0 C 4 0 40

02:女性 307 196 221 157 108 129 12 37 32 252 881 2,332

00～ 14歳 0 0 0 0 3 0 1 0 0 11 290 305

15～ 19歳 15 3 1 6 34 2 0 C 2 7 11 131

20～ 24歳 186 40 43 49 13 21 1 1 10 48 32 44雪

25～ 29歳 38 43 74 46 6 55 2 2 5 46 10C 42C

30～ 34歳 20 32 39 10 C 19 1 1 5 31 12C 278

35～ 39歳 8 29 25 14 C 20 2 3 C 19 202

40～ 44歳 12 lC 17 5 0 0 2 2 16 57 130

45～ 49歳 3 18 7 6 1 2 C 7 12 49 107

50～ 54歳 4 11 8 5 0 3 C 5 1 12 42 91

55～ 59歳 5 2 2 1 1 C 5 0 8 27 54

60歳以上 11 0 2 10 0 1 10 5 39 60 14g

未記入 5 2 (3 3 0 2 0 1 0 5

勇女計 84G 1,370 667 456 241 168 18 6g 77 471 1,209

00-14歳 1 1 0 0 18 0 1 0 0 17 56[ 606

15～ 19歳 63 14 7 18 134 2 0 0 4 27 2C 342

20～ 24歳 455 17E 115 119 26 31 2 3 生g 97 3C 1,078

25～ 29歳 116 269 181 90 9 6E 2 2 12 66 113 928

30-34歳死 45 200 123 34 1 26 1 4 lC 55 130 629

35～ 39歳 24 179 79 33 1 25 4 3 37 86 474

40～ 44歳 2g 161 49 23 0 6 C 3 2 29 60 361

45～ 49歳 23 160 38 20 2 2 0 g 5 19 52 32C

60～ 54歳 22 129 30 21 C 3 1 12 2 16 44 271

55～ 59歳 17 63 21 20 ユ 1 1 10 3 14 29 18{

60歳以上 35 15 17 69 C 1 7 21 17 87 6C 33乏

未記入 17 13 7 9 2 0 1 0 7 64
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く表 1>県外への転出者数 (男女別、年齢階級別、移動理由別)

単位 :人
転出

性別/年齢階

級/移動理由
Dl:就職 D2:転勤 03:転職 04退職 05:進学 06:結婚

入 08:介護看

護

39:住 宅都
10:そ の他

9&家族の

都合 1総

計

Dl:男性 1,003 1,191 410 104 440 34 13 15 4G 170 4701 3,89G

00～ 14歳 0 1 C 0 9 0 0 0 0 14 3921  41〔

15～ 19歳 352 14 9 7 322 G 0 C 3 25 281 7∝

20～24歳 489 112 87 24 93 9 0 C 1 31 1可 861

25～ 29歳 74 214 118 13 6 11 C ℃ 6 14 51  466

30～ 34歳 20 192 72 9 3 9 C 1 8 11 31  328

35～ 39歳 8 176 39 2 0 0 0 7 11 4:  252

40～44歳 15 138 22 1 1 1 0 1 8 4 31  194

45～ 49歳 6 13e 24 3 0 2 0 1 1 5 司 17g
50～ 54歳 6 117 19 8 2 1 0 0 3 10 郷 167
55～ 59歳 9 61 6 7 C 0 1 0 C 1 胡  8E
60歳以上 15 2乏 9 21 0 1 11 11 E 40 J l(
未記入 10 11 1 2 C 1 1 生 4 司  期

02:女性 313 232 32g 60 437 170 16 31 28 261 978! 3,354

00～ f4歳 0 0 0 0 3 0 1 C 0 8 3211  333

15～ 19歳 134 3 4 367 0 C C 1 12 411  565

20～24歳 571 35 90 21 53 28 1 1 1 48 241  873

25～ 29歳 44 7C 107 14 4 80 0 1 8 43 96:  467

30-34歳 13 3C 39 6 G 33 0 0 3 29 1321  291

35-39歳 2 26 25 3 C 16 生 3 2 21 1001  19[

40-44病籠 2 15 18 2 2 6 0 1 2 16 65:   12C

45～49歳 28 17 2 0 4 0 3 1 14 5∝  12E
50～54歳 2 13 lC 3 0 1 3 2 1 14 381  3ラ

55～ 59歳 7 5 4 1 0 1 0 0 2 7 21  5〔

60歳以上 22 3 3 4 0 0 9 19 6 47 641 1巧

未記入 13 4 11 1 2 2 1 1 1 2 1弱   56
男女計 1,816 1,423 738 161 877 204 29 46 74 431 1,448:   7,250

00～ 14歳 0 1 0 0 12 0 1 C 0 22 7131  749

15～ 19歳 486 17 13 10 639 0 0 0 4 37 69!  1,325

20～ 24歳 1,060 147 177 45 14C 37 1 1 2 79 391  1,734

25～ 29歳 1lg 284 225 32 10 91 0 1 14 57 lo1 93g

30～ 34歳 33 222 111 15 9 42 0 1 11 40 1311   61C

35～ 39歳 10 202 64 3 2 15 1 3 9 32 104「   45〔

40～44歳 17 153 40 3 3 7 0 2 10 20 6朗  3蟹
45-49歳 9 161 41 5 0 6 0 4 2 5朗  30〔

50～ 54競 7 13C 29 11 2 2 2 4 24 401  254

65-59歳 16 6( 10 8 0 1 1 C 2 8 261  138

60歳以上 37 25 12 25 C 1 20 3C 14 87 711  322

未記入 2g 15 lG 2 4 2 2 2 2 6 231  97
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く表 2>
転入

就職を理由とする県外からの転入者、県外
への転出者数 (男女別、業種別)

<表 3>県外入の転出者数 (男女別、転出先地域別、移動理由別)

単位 :人

単位 :人

単位 :人

転出

性別/業

臣
D“製造業

02:情報通

信業 (マ

スコミ関

係含む)

03:商品販

売業 (小

売業、卸

売業)

04宿泊

業、飲食

サービス

業

05:建 設業

06:電気、

ガス、水

遵業

0■運輸業

0&金融

業、保険

業

09:医療業 10:福祉業

ll:公 務

(自衛

'よ

)

12:公 務

(自 衛隊

以外)

13:そ の他 99:未記入 総計

性 21

7 lC 27 6 C 1 7 6G lG 6 3〔 63 2こ 307

男女計 13こ 2t 4ξ 47 31 19 13 21 104 2( 57 10モ 15コ 5C

性別/業

種

〕

“

製造業

〕2:情報通

店業 (マ

スコミ関

係含む)

〕3:商品販

売業 (小

売業、卸

売業)

〕4:宿泊

業、欽食

サービス

業

95:建設業

06:電気、

ガス、水

道業

07:運輸業

08:金 R‐喪

業、保険

業

09:医療業 10:福 祉業

11:公務

(自衛

隊)

1と公務

(自衛隊

以外)

13:そ の他 99:未記入 総計

男女計 340 150 147 86 107 5〔 6( 2C 27t 64 57 122 26G 6] 1,81て

性別/転出先地域/移動理

由 Ⅲ聴勤31,就職 0&転職 04退職 0駐進学 0&結婚
07:療養入

所

0&介護者

護

9}住宅都
10,そ の他

都合

3■男性 410 104 440 3コ 13 18 4G 170

01:東京圏 2231 64 10 77 1 2 2 ユ 23 701  712

02:福 岡県 29刺  299 151 35 152 7 G 5 1ユ 63 1441  1,167

0&その他 48到   6坐 195 57 20g 26 8 34 84 2541  1,998

99:都道府県地域圏不明 0 9 C

3生

0 0 珂  1
9781

011東京圏

8111     232

1621 61 3 78 34 1 4 5 4C 1421   57〔

02:福 岡県 36可  81 150 17 175 5 7 9 95 2991 1,23〔

0チその他 231 103 117 40 184 10乏 10 19 14 123 5321  1,525

99:都道府県地域圏不明 引  聖 0 0 0 0 0 1 C 3 引  16

男女計 1,81瑚  1,423 738 161 877 204 29 4G 7コ 431 1,4481 7,250

01:東京圏 38引  284 125 生電 155 35 6 〔 63 2121  1,287

02:福岡県 66可   ,翌 301 5乏 327 41 11 12 20 158 44釧  2140E

03:そ の他 76封  148 312 97 39鬱 128 15 27 48 207 7861 3.52C

99:都道府県地域圏不明 81   型 0 2 3 C 0 1 0 刊  3〔
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性別/背景/年齢区分 15～ 19歳 20～ 24歳 25～ 29歳 30～ 34歳 35～ 39歳 40～44歳 45～49歳 150～
54歳 55～59歳 50歳以上

,生男性 352 489 71 20 g ユ〔 何  5 15 101 lilll18

01:都会への連れがある 47 23 0 a 1 0 叫  0 〔 0 封  74

0と県内にない学部等で学びたい 19 7 1 C 1 1 針  0 ( ℃ 1 24

0&知識や技能を活かしたい 5を 91 12 C 2 研  0 1 C 封 168

04:仕 事からの収入が少ない 1〔 2, 1 1 叫  0 0 〔 針  葉

0駐県内に希望する業種・職種がない 87 13〔 2ラ 【 叫  1 1 〔 州 2Ы

0&家族への介護 者護が必要 1 3 0 〔 〔 ] 叫  C 0 〔 倒  :

07:そ の他 52 72 9 8 1  1 針  1“

08:特 になし 62 113 15 1 ] 1 ¶  〔 2 6 1 2Y

99:未 記入 2つ 26 6 0 0 ] 1  0 2 射 61
13コ 571 41 13 2 割 2 7 22 131  813

0■部会への憧れがある 1ラ 7: C 0 0 叫  0 〔 ℃ 研  94

02:県 内にない学部等で学びたい 1, C 〔 C 0 1  0 0 C J 知

0&知識や技能を活かしたい 11 9弩 ] C C 創  0 0 G 1 lI
04:仕 事からの収入が少ない 4 26 1 ユ 針  0 1 1 叫  摂

05:県 内に希望する業種・職種がない 25 136 9 1 〔 C 朗  t 0 〔 封 174

06:家族への介護・活護が必要 0 1 0 ユ ( ℃ 針  2 i 11 〔

0■その他 34 10ち 13 3 ] 〔 ¶  C 10 封  
“

帝

08:特 になし 2も 109 6 5 0 { 針  0 1 5 封 153

99未記入 11 lE 1 C 0 1 1  0 〕 3 叫 箭

男女計 48〔 1,0制 11召 3g ユ0 射  7 lC 37

0生都会への憧れがある 64 9〔 〕 1 0 可  0 〔 0 封 168

OZ県内にない学部等で学びたい 20 19 ] 〔 1 1 1  0 0 e 封  艇

0&知識や技能を活かしたい 69 183 19 C 2 朗  0 1 C 61   28t

0■仕事からの収入が少ない 14 48 12 4 鋭  C 1 〕 研  割

0&県内に希望する業種・職種がない 11つ 260 31 7 研  1 1 ( 51   431

0&家族への介護・看護が必要 ] コ 0 1 ( ] 研  2 1 J V

0■その他 8て 177 22 11 引  1 C 17 劉  報

0&特になし 8, 22, 21 G 1 1 1  3 11 引 359

99:未 記入 33 4〔 7 C 0 2 朗  0 6 射 97

就職

く表4>県外への転出者数 (移動理由、転出の背景別、男女別、年始階級別)

進学

単位 :人

単位 :人

15～24歳

811

7C

2(

14〔

3,

22(

4

12雪

175

47

785

8t

lt

10〔

3(

161

1

13g

134

2C

1,54C

15t

3〔

25を

62

381

26こ

30C

7て

4

性別/背景/年齢区分 00～ 14歳 15～ 19歳 20～ 24歳 25～ 29歳 30～ 34歳 35～ 39歳 40～44歳
50～ 54歳 未記入 合計

01:男性 9 322 93 G a 2 1 2 2 44C

0■都会への憧れがある C lC 4 9 0 C C 0 C 14

02:県 内にない学部等で学びたい 1 19て 5ラ ⊇ 1 1 2 1 259

0争知識や技能を活かしたと` 2C 3 1 C t ℃ 0 C 26

0■仕事からの収入が少ない 0 C 1 t ( C ( 0 C 1

05:県 内に希望する業種・職種がない 0 6 0 0 C 0 0 0 C C

07そ の他 5 46 17 1 ( 0 0 C 0 6t

0&特にな し 0 27 8 生 1 1 0 t 0

99:未記入 ユ 17 8 0 0 0 0 ℃ 1 2,

〕2:女性
g 367 5g 1 G 0 2 G 2 431

0生都会への憧れがある ℃ 12 之 1 C C C 0 C 15

02:県 内にない学部等で学びたい 1 25' 32 C C 0 1 299

03i知識や技能を沼かしたい 0 1こ 2 { ℃ ℃ C 0 { 16

04仕事からの収入が少ない 0 0 1 0 C C 〔 0 C 1

05,県 内に希望する業種・ R駐種がない 0 4 0 0 C C C 0 C 4

07:そ の他 2 50 10 0 1 0 0 G 0 6g

9&特になし C 23 4 0 0 0 0 C 0 27

99:未 記入 { g 2 C 0 0 2 C 1 とこ

男女計 1, 68g 146 10 g 2 3 2 1 87η

01:都会への憧れがある 0 22 6 1 C C G 0 C 2C

02:県 内にない学部等で学びたい 2 453 84 〔 1 1 2 ク 558

0争知識や技能を活かしたい 2 33 5 1 C C t 0 C 41

らの収入が少ない 0 0 2 0 ( 0 ( 0 { 2

05:県 内に希望する 職種がない 9 10 0 0 0 0 0 0 〔 lC

0■その他 7 9C 27 1 1 0 0 0 ( 132

08;特 にな し { 6C 12 1 1 1 0 C 0 6[

99:未記入 1 2C 10 C C 0 2 ℃ 2 4C
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令和プ鐸呼
本県初甲罐

!

第 40
第 25
国民文化祭

全国障害者芸術・文化祭

資料6

国民文化祭とは、日本最大の文化の祭典で、1986年 に開催されて以降 (
毎年各県持ち りでイ子われています。ロ

さらに2017年 からは全国障害者芸術・文化祭と一体的( 開催されています。こ

この文化の祭典は天皇皇后両陛下が地方を訪問される「四大行幸啓」の一つと

なうており、本県では初開催となります。

国民文化祭、全国障害者芸術・文化祭は、国内外から多くの方が来県され、文

化芸術を楽しみ交流を深める絶好の機会です。おもてなしの心で来県される皆様

をお迎えし、長崎県らしい文化の魅力を発信します。

概 要

開催の意義

ロ

ロ

:第 40回国民文化祭
第 25回全国障害者芸術・文化祭

:文化庁、厚生労働省、長崎県、長崎県実行委員会、

県内市町、文化団体、障害者関係団体 等

会期 :令和 7年 9月～ 11月の間で調整予定

名称

主催

o文イL芸術を通した、平不目や国際交流の意義を発信

・ おもてなしの心で棄流人国の拡大

・ 若者の参画、故郷への愛着を醸成

藝平租な共生社会の実現

令租 7年度は

・被爆80年    I       P i― |

1長崎県崇鶴館・景崎歴史来化博物館開館字9驀午

1中華人民共琴置自腱長崎総領事館開設40周年|―
i色基園交正常イと60周年        .



内容

。長山奇らしさを表現するプログラム

・会場、会期は検討中

開・閉会式

・ 全国の文化団体とともに、各分野で出演者や作品を募集

・ 県内各地で公演や展勇会等を実施

文化事業の全国大
△

。本県ならではの体験ができるプログラム

・地域の伝統文化の継承事業

・ 若者や子ども朧 極的に参画する事業

。国際交流事業

地域の特色ある ラム

・ 全国から出演者や作品を募集

・ ステージイベントや作品等、日頃の活動成果の発表の場を提供

障害者芸術・文化祭

,

・ 実施計画策定

o2年前イベント

市町実行委員会設置(― R6)、

画、開催要項、● 成J

ol年前イベント

・ 出演者、団体の決定

o100日前イベント

全国障害者芸術い文化祭 開幕第 40 国民文化祭、第25 口ロ

6暑
崎県文化観光国際部文化振興日世界遺産課
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/ 内閣府
地方創生SDGs
官民連携プラットフオTム

Cabinet Office

会員募集中

:鋼着酷詳e紳 LゝS岡Ⅷ盟団
躍熱盟団圏臨圏圏臼圏圏

電H普及促進活動

内閣府では、SDGs※ 1の国内実施を促進してよリー層の地方創生につなげることを目的に、広範
な

ステークホルダーとのパートナーシツプを深める宙民連携の場として、地方創生SDGs官民連携プ

ラツトフオTムを設置tヽたしました。当プラツトフオームの題旨にご賛同いただける曽様のご入会

を心よりお待ちしております。

※12015年 9月に国連で採択された「持続可能な開発のための目標(SDG5)」

●会長が車催するイベント等の情報をメールマガジン等で

発信i受信することができます。

●会員が開催するセミナー箸に対する本プラットフオ…ム

の後援名義等の使用が可能で魂

離 磯 辮 選 密 馬写血

生5DGs国際フオーラム2022の開
催時の様子です)。

会民主催のイベント情報を共有

メールマガジン等で
登録会員へ周知

潔

イベント開催の
連絡

主催者の会員

会費無料

翻
に

だご覧

つ てし は、Iど まき会方法な入ム 詳 内細な 容やフト オ 関するツプラ
しヽく さトWebサイ を
フト オ ムツ mtぃ://futurHi↓い。jげpI就的rm/プラDGs宮S 民連携地方創生

入会申込は

こちら

地方創生SDGs官民連携プラットフオームに
登録する3つのメリット

広ぉlsr

68
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|.|`′マツチング支援
1会員が実現したいこと、会員が抱える課題、会長が持つノウハウを閲覧することができま魂   .
'本プラットフオームに、地域課題やソリューシヨンをご登録いただき、解決したい課題を持

つ会員と、

解決策やノウハウを持つ会員とのマツチングをサポートします。

本プラットフオームが主催するマツチングイベンHこ参加することができます。

課題・将来像の共有 マッチング成立 課題の解決に向けた取組を

協働でスタート!

記
印 即

分科会開催

ユ品昭
ユ

課題を

解決したい

会員

など

解決策や
ノウハウを
持つ会員

エ

会員の提案に基づいて分科会を設置。会員に共通する課題の検討、知見の共有、取組の具体化
を

進め、異分野連携・官民連携による、地方創生に繋がる新事業の創出を目指します。

本プラットフオ…ムの会員になることで、新たな分科会提案や、設置された分科会
への参加が可能

となります。

将来像からバツクキヤストのテーマ例 課題解決に向けた共通の課題のテーマ例

阻盟
団賢
盟騒
岡田

など中

学べるゴ

人生100年時代に

長く活躍するためには?
健康長寿

企業のビジネスを通じて、地域課題を解決する

官民の共創事業モデルを創出
⇒食・農、森林、海洋資源等

地域資源

活用

誰もが質の高い

教育を受けるためには7

地域課題を民間企業等の技術・ノウハウで解決

するモデルを創出
A卜 IoTの活用 等坤SocI

地域課題

X技術

全国どこででも高い生産性

を発揮するためには?
働き方

地域課題を解決する事業に対するフアイナンス

重契ジごオ〒ジナもトボンド・フアンド・亡sG等
金融

(地域金融 )

誰もが等しく職を得る

社会を築くためには?
機会平等

課題解決に東献する地域のアントレ

シップを育成するモデルの倉ll出

韓ローカルベンチヤー等

プレナT
人材育成

多様な主体の水平的連携により、

新たな価値創出及びコンソーシアムの形成
官民連携で課題解決を図るプロジエクト創出

「地方創生SDGs官民連携プラットフオーム」運
LTEL]03‐ 66J3‐ 277芝 EE‐mall]infO@「 113iL「 uture‐ dty.gojp / Cabinet Ottice

内閣府
営事務局 (凸版EΠ刷株式会社内)

くおき ださい。

加入・分科会等の

申込についての

お問い合わせ
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資料 8

1

令和 4年 8月 31日

「長崎県・市町連携会議」次回以降の開催地 (案)について

開催地について

県としては、標記会議について、今後、各振興局エリア単位での市町持ち回り部lを

基本としつつ、県、市長会、町村会事務局で開催地を選定していきたいと考えており、

次回からの第2回以降 (当面の間)の開催地にういて、下記開催地案のとおり考えて

いる。

(開催地案 )

第 2回 島原市  (島原振興局 )
理由 :県庁所在地の「長崎市 (スクラムMTとキックオフ会議)」、並びに今回、
県北地域の「佐世保市」で開催してきたところであり、次は、県南地域と

して「島原市」で開催したい。

第 3回 五島市  (離島振興局 :五島振興局 )
理由 :県庁所在地、県北地域、県南地域に続き、県全域でのエリア均衡の観点か

ら離島部で開催することとし、県離島振興協議会長でもある「五島市」で

開催したい。

第 4回 県央振興局管内

※以上によりヽ 長崎振興局→県北振興局→島原振興局
→離島振興局→県央振興局で

県内を一巡。

なお、離島部においては、一振興局で帝町数が限られているため、離島振興局と

して整理していきたい。

なお、上記業を基本としつつ開催地を検討していくが、市町からの手挙げ方式に

よる開催地申出を拒むものではないため、その際には県まで申し出ていただきたい。

連携会議の会議名称についてハ
現状 :「長崎県・市町連携会議」

(1案)長崎県 B市町連携ミーテイング

(2案 )長崎県・市町コラボ会議
(3菓)長崎県・市町コラボミーテイング
※コラボレーシヨン :共同、協業、協力

(4案)長崎県・市町リレー会議
(5案)長崎県 B市町リレーミーティング
※リレーシヨン :関係、縁、結びつき、つながり

(6案)長崎県 B市町リンク会議
(7案)長崎県・市町リンクミーテイング
※リンク :つなぐこと、連結すること

2
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